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(証券コード6669)

平成30年３月７日

株 主 各 位
京都市上京区烏丸通下立売上ル桜鶴円町374番地

シ ー シ ー エ ス 株 式 会 社
代表取締役社長 大 西 浩 之

第25回定時株主総会招集ご通知

拝啓　日頃より格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。

　さて、当社第25回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますの

で、ご出席くださいますようご通知申し上げます。

　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができ

ますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権

行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成30年３月22日(木曜日)営

業時間終了時(午後６時)までに到着するようご返送くださいますようお願い申し

上げます。

敬　具

記

１．日 時 平成30年３月23日（金曜日）　午前10時

２．場 所 京都市上京区烏丸通り下長者町上ル龍前町605番地

京都ガーデンパレス　２階　葵の間

（会場が前回と異なっておりますので、末尾の「株主総会会場のご案内」

　をご参照いただき、お間違えのないようご注意願います。）

３．目 的 事 項

報 告 事 項 １．第25期（平成29年１月１日から平成29年12月31日まで）

    事業報告、連結計算書類ならびに会計監査人および

    監査等委員会の連結計算書類監査結果報告の件

２．第25期（平成29年１月１日から平成29年12月31日まで）

    計算書類報告の件
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決 議 事 項

第１号議案 当社とオプテックスグループ株式会社との株式交換契約

承認の件

第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）４名選任の件

第３号議案 監査等委員である取締役３名選任の件

４．招集にあたっての決定事項

本招集ご通知において提供すべき書類のうち、次に掲げる事項について

は、法令および当社定款第15条の規定に基づき、インターネット上の当社

ウェブサイト（https://www.ccs-inc.co.jp）に掲載しております。

株主総会参考書類の以下の事項

・第１号議案の「オプテックスグループ株式会社の定款」および「オプテ

ックスグループ株式会社の最終事業年度に係る計算書類等」

以　上

○当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付に

  ご提出くださいますようお願い申し上げます。

○当社では、インターネット上の当社ウェブサイト(ホームページアドレス

http://www.ccs-inc.co.jp）において招集ご通知を提供しております。

  なお、事業報告、連結計算書類、計算書類および株主総会参考書類に修正

が生じた場合には、上記当社ウェブサイトにおいて掲載させていただきま

す。

○昨年まで株主総会終了後に開催しておりました会社説明会について、諸般

の事情により、本年は開催を取り止めさせていただくことになりましたの

で、ご了承賜りますようお願い申し上げます。

－ 2 －
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（添付書類）

事　業　報　告

(平成29年１月１日から
平成29年12月31日まで)

１．企業集団の現況に関する事項

(1) 事業の経過及び成果

当連結会計年度における国内の経済は、政府の経済政策などの効果もあり、

緩やかに回復いたしました。

海外では、米国の景気は着実に回復しており、欧州の景気は緩やかに回復

しております。また、中国をはじめとするアジア地域では、景気の持ち直し

の動きがみられました。

このような状況の中、当社グループの主たる事業分野であるＭＶ（マシン

ビジョン）事業は、前連結会計年度に引き続き取り組んでいるソリューショ

ンの拡充や営業エリアの拡大、新製品の投入が功を奏し、国内での売上が拡

大いたしました。また、海外におきましては、欧州では大型顧客向けの販売

が好調に推移し、アジアでもマレーシアなどの新興国での販売が順調に拡大

したことから、売上高は堅調に推移いたしました。

新規事業では、急速に拡大しているＵＶ-ＬＥＤ市場でのＵＶ照射器ビジネ

スの事業展開や「自然光ＬＥＤ」の応用展開に注力した結果、売上高は着実

に拡大しております。

なお、平成29年５月に中国の子会社の当社出資持分の全てを譲渡したこと

により、関係会社出資金売却損47百万円を特別損失に計上しております。

以上の結果、売上高は9,022百万円、営業利益は1,496百万円、経常利益は

1,441百万円、親会社株主に帰属する当期純利益は1,053百万円となりました。

なお、当社は平成28年８月３日開催の臨時株主総会決議により、決算期末

を７月31日から12月31日に変更いたしました。これにより、比較対象となる

前連結会計年度が平成28年８月１日から平成28年12月31日までの５ヶ月間と

なったため、前連結会計年度との比較については記載しておりません。

－ 3 －
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(2) 設備投資の状況

　当連結会計年度において実施いたしました企業集団の設備投資の総額は

420百万円であります。

　その主なものは、研究開発設備、生産関連設備および土地の取得等であり

ます。

(3) 資金調達の状況

　当社は、運転資金、借入金の返済などに必要な資金は自己資金の充当及び

金融機関からの借入金により調達しております。

－ 4 －
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(4) 直前３事業年度の財産及び損益の状況

①　企業集団の財産及び損益の状況
（単位：千円）

区 分
第 22 期

(平成27年７月期)
第 23 期

(平成28年７月期)
第 24 期

(平成28年12月期)
第 25 期

(平成29年12月期)

売 上 高 6,951,163 7,376,276 3,103,860 9,022,879

経 常 利 益 760,094 880,571 236,482 1,441,791

親 会 社 株 主 に 帰 属
す る 当 期 純 利 益

772,763 615,163 150,479 1,053,933

１ 株 当 た り
当 期 純 利 益

(円 ) 186.52 137.93 27.78 194.54

総 資 産 6,664,060 6,737,386 6,734,636 7,863,991

純 資 産 4,072,387 4,373,591 4,456,792 5,400,781

１株当たり純資産額 (円 ) 698.62 782.25 801.69 996.90

（注）第24期につきましては、決算日を12月31日に変更したことにともない、５ヶ月間となっております。

②　当社の財産及び損益の状況
（単位：千円）

区 分
第 22 期

(平成27年７月期)
第 23 期

(平成28年７月期)
第 24 期

(平成28年12月期)
第 25 期

(平成29年12月期)

売 上 高 5,548,738 6,016,367 2,614,337 7,933,468

経 常 利 益 634,120 673,809 251,999 1,369,177

当 期 純 利 益 694,182 471,641 179,241 992,925

１ 株 当 た り
当 期 純 利 益

(円 ) 167.55 105.75 33.08 183.28

総 資 産 5,601,858 5,772,808 5,725,038 6,944,147

純 資 産 3,219,264 3,582,428 3,642,479 4,580,930

１株当たり純資産額 (円 ) 530.08 661.24 672.33 845.57

（注）第24期につきましては、決算日を12月31日に変更したことにともない、５ヶ月間となっております。
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(5) 重要な親会社及び子会社の状況

①　親会社の状況

　当社の親会社はオプテックスグループ株式会社であり、同社は、当社の

株式を3,441,651株（持株比率63.5％）所有しております。

②　重要な子会社の状況

会社名 資本金 出資比率 主要な事業内容

CCS America,Inc. 500千USD 100.0％
ＬＥＤ照明装置および
制 御 装 置 の 販 売

CCS Asia PTE.LTD. 50千SGD 100.0％
画 像 処 理 関 連 製 品 の
製 造 お よ び そ の 販 売

CCS Europe N.V. 230千EUR ※ 100.0％
ＬＥＤ照明装置および
制 御 装 置 の 販 売

晰写速光学（深圳）有限公司 3,000千元 100.0％
工 業 用 照 明 機 器 の
開発、製造および販売

（注）１．※印は間接所有を含む比率であります。

２．東莞鋭視光電科技有限公司につきましては、平成29年５月26日付で、当社が保有する

出資持分の全てを東莞科視自動化科技有限公司に譲渡したため、重要な子会社から除

外いたしました。

３．平成29年６月15日に晰写速光学（深圳）有限公司を設立し、同社を連結子会社といた

しました。

４．上記の他、連結子会社CCS-ELUX LIGHTING ENGINEERING PVT.LTD.がありますが、事業

活動を休止しており、重要性が乏しいため、記載を省略しております。

－ 6 －
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(6) 対処すべき課題

当社は「お客様に愛と感謝」を社是としており、ＣＣＳ（Creating Customer 

Satisfaction）という社名が示すとおり「顧客満足の創造」は、企業活動の

原点となっております。

創業以来、当社は、顧客の要望を真摯に受け止め、製品技術の開発に取り

組んでまいりました。今後も「すべてはお客様のために」を行動指針とし、

ライティングノウハウを活用した「ライティング・ソリューション」を広く

ユーザーへ提供することで、「光を科学し、社会に貢献する」という基本理

念を実現し、世界に「見える！」を提供してまいります。

また、オプテックスグループの一員としての融合を進め、最大限のシナジ

ーを追求するとともに、当社としての企業価値向上に取り組み、全社員一丸

となって、より高品質、高付加価値の照明製品や光応用製品を生み出してま

いります。

加えて、企業の果たすべき社会的責任の重要性を認識し、コンプライアン

ス体制の強化とコーポレート・ガバナンスの充実に努めてまいります。

当社グループは、中長期の経営計画の基本方針として、以下の３つを掲げ

て取り組んでまいります。

①  国内・海外のＭＶ市場で大きくシェアＵＰ。ＵＶは第２の収益の柱に。

②  市場の変化をリードし、「変化は、いつもＣＣＳから」を業界常識に。

③  ４年後の、売上高200億円を支える強靭な体制を構築。

当社グループは、これらの基本方針を実現するための重要課題を以下のと

おり認識しております。

① 国内・海外のＭＶ市場で大きくシェアＵＰ。ＵＶは第２の収益の柱に。

・国内ＭＶ市場

お客様へ「見える！」を提供すべく、ソリューションの拡充と提案力の強

化に注力してまいります。そのために、当社の主力製品である画像処理用Ｌ

ＥＤ照明の製品ラインアップを増やしていくとともに、ＬＥＤ照明以外のカ

メラ・レンズ等の周辺領域の商材についても様々な企業とのコラボレーショ

ンにより拡充してまいります。

－ 7 －
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・海外ＭＶ市場

世界全エリアでのトップシェア獲得を目指し、新興国を含む未開拓エリア

など攻めきれていない海外市場への事務所開設等、営業体制を強化し、エン

ドユーザーとの関係を構築してまいります。また、顧客企業のグローバル展

開および海外におけるマシンビジョン照明市場の拡大に対応し、各地域固有

の顧客ニーズに適合したサービス提供や製品を投入し、ソリューション提案

を進めてまいります。

・新規事業

デバイスビジネス、美術館・博物館ビジネス、アグリバイオビジネス、メ

ディカルビジネス、ＵＶビジネスにおいて当社のコアコンピタンスを効率的

に活用してまいります。中でもＵＶ市場は大きく成長することを見込んでい

るため、ＵＶビジネスに注力してまいります。また、適正投資額の範囲を見

定めながら、事業の統合やより成長性の高い事業の新芽発掘を進め、堅実な

事業拡大を図ってまいります。

② 市場の変化をリードし、「変化は、いつもＣＣＳから」を業界常識に。

・技術力とモノづくり力の強化

業界をリードする製品を継続的に市場に提供してまいります。それを支え

る技術力の強化として、ＬＥＤデバイス技術の深化と、製品性能・機能の進

化といった、コア技術の進化と深化を進めるとともに、技術トレンドを先読

みして、積極的な先行技術開発にも取り組んでまいります。これらの技術資

産を活用し、製品開発力を底上げするとともに、開発プロセスの変革と改善

を進め、新製品の市場投入を加速してまいります。

また、当社独自のモノづくりコア技術を強化し、製品の高付加価値化、ブ

ラックボックス化による他社との差別化を実現してまいります。

③ ４年後の、売上高200億円を支える強靭な体制を構築。

・経営インフラの充実・強化

事業規模の拡大や事業のグローバル化に対応するため、本社・生産拠点・

開発拠点の拡張、人材採用、グローバルベースの情報システム構築といった

経営インフラの充実・強化を進めてまいります。

また、多様化するお客様からのご要望に対応するため、さらなる生産性の

向上活動に継続的に取り組み、外注マネージメント、グループ会社の活用を

－ 8 －
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推進することで、コスト競争力を強化するとともに、さらなる増産体制を構

築してまいります。あわせて、業界Ｎｏ．１品質を支える品質行政を徹底し

てまいります。

・事業融合によるシナジー効果の最大化

当社は、オプテックスグループの一員としてシナジーを最大化すべく、グ

ループ企業との連携強化を進め、製品企画や、技術力・モノづくり力の強化、

販売力の拡大等を進めてまいります。

－ 9 －
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(7) 主要な事業内容(平成29年12月31日現在)

　当社グループは、ＬＥＤを光源とする照明装置およびＬＥＤ照明装置の調

光等の機能を有する制御装置の製造販売を主たる事業としております。

　なお、事業の内訳は以下のとおりであります。

事業 事　業　区　分 事　業　内　容

Ｌ

Ｅ

Ｄ

照

明

事

業

ＭＶ（マシンビジョン）事業

主に生産ラインに組み込まれる画像処理装

置で使われるＬＥＤ照明装置および制御装

置の開発・製造・販売を行っております。

新 規 事 業

ＬＥＤ照明装置用のＬＥＤデバイスの開

発・製造・販売のほか、美術館・博物館向

け、アグリバイオ向け、メディカル向け、

ＵＶ照射器向けのＬＥＤ照明装置および制

御装置の開発・製造・販売を行っておりま

す。

(8) 主要な事業所(平成29年12月31日現在)

①　当社の主要な事業所

本社　　　　　京都市上京区

工場　　　　　生産センター（京都市下京区）

営業所　　　　東京営業所（東京都渋谷区）

営業所　　　　名古屋営業所（名古屋市中村区）

営業所　　　　仙台営業所（仙台市青葉区）

研究所　　　　光技術研究所（京都市上京区）

駐在員事務所　上海代表處（中国上海市）

駐在員事務所　深圳代表處（中国広東省深圳市）

駐在員事務所　台湾代表處（台湾台北市）

②　主要な子会社の事業所

CCS America,Inc.　　　　　　　　　　　   アメリカ

CCS Asia PTE.LTD.　　　　　　　　　　　　シンガポール

CCS Europe N.V.　　 　　　　　　　　　　 ベルギー

晰写速光学（深圳）有限公司　　　　　　　 中国

－ 10 －
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(9) 使用人の状況(平成29年12月31日現在)

①　企業集団の使用人の状況

事 業 部 門 使 用 人 数 前連結会計年度末比増減

L E D 照 明 事 業 284名（37名） １名減（43名減）

（注）使用人数は就業員数であり、臨時従業員数の平均雇用人員は、外書で（　）内に年間の平

均人員を外数で記載しております。

②　当社の使用人の状況

使 用 人 数 前 期 末 比 増 減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

240名(30名） 33名増（５名減） 39.8歳 7.6年

（注）使用人数は就業員数であり、臨時従業員数の平均雇用人員は、外書で（　）内に年間の平

均人員を外数で記載しております。

(10) 当社の主要な借入先の状況(平成29年12月31日現在)

借 入 先 借 入 金 残 高

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 179,600千円

株 式 会 社 京 都 銀 行 300,000千円

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 181,276千円

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 100,000千円

（注）上記金額には、社債の未償還残高を含めております。

(11) その他企業集団の現況に関する重要な事項

　該当事項はありません。

－ 11 －

使用人の状況、主要な借入先の状況、その他企業集団の現況に関する重要な事項



2018/02/21 16:06:02 / 17355388_シーシーエス株式会社_招集通知

２．会社の株式に関する事項（平成29年12月31日現在）

（1）発行可能株式総数　　　　12,000,000株

（2）発行済株式の総数　　　　 5,417,829株

　　　　　　　　　　　（うち自己株式235株）

（3）株主数　　　　　 　　　　　　1,934名

（4）大株主（上位10名）

株　主　名 持 株 数 持株比率

オ プ テ ッ ク ス グ ル ー プ 株 式 会 社 3,441,651株 63.5％

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社
（信託口）

92,900株 1.7％

ＭＬＩ ＦＯＲ ＣＬＩＥＮＴ ＧＥＮＥＲＡＬ 
ＮＯＮ ＴＲＥＡＴＹ－ＰＢ

78,700株 1.5％

ＭＳＩＰ ＣＬＩＥＮＴ ＳＥＣＵＲＩＴＩＥＳ 70,400株 1.3％

ＭＬ ＰＲＯ ＳＥＧＲＥＧＡＴＩＯＮ ＡＣＣＯ
ＵＮＴ

59,900株 1.1％

シ ー シ ー エ ス 従 業 員 持 株 会 56,300株 1.0％

ＮＯＭＵＲＡ ＰＢ ＮＯＭＩＮＥＥＳ ＬＩＭＩ
ＴＥＤ ＯＭＮＩＢＵＳ－ＭＡＲＧＩＮ
（ＣＡＳＨＰＢ）

54,700株 1.0％

栢　　原　　　伸　　也 41,900株 0.8％

黒　　岩　　　和　　之 36,600株 0.7％

上　　田　　　隆　　彦 30,600株 0.6％

（注）持株比率は、自己株式（235株）を控除して計算しております。

３．会社の新株予約権等の状況

　該当事項はありません。
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４．会社役員に関する事項

(1) 取締役の状況（平成29年12月31日現在）

地 位 氏 名 担 当 お よ び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代表取締役社長 大 西 浩 之 オプテックスグループ株式会社取締役

取 締 役 上 田 隆 彦

取 締 役 小 國 　 勇

オプテックスグループ株式会社代表取締役社長

兼ＣＯＯ

オプテックス・エフエー株式会社代表取締役社長

ジックオプテックス株式会社代表取締役社長

取 締 役 奥 村 　 訓 オプテックス・エフエー株式会社ＬＥＤ営業部部長

取 締 役

（監査等委員）
酒 見 康 史

弁護士

株式会社松風社外監査役

取 締 役

（監査等委員）
見 座 　 宏

オプテックスグループ株式会社社外取締役（監査等
委員）

取 締 役

（監査等委員）
八 幡 知 行 公認会計士

（注）１．取締役（監査等委員）酒見康史氏および同八幡知行氏は、社外取締役であります。

２．見座宏氏は、他の企業における経理業務経験を有しており、財務および会計に関する

相当程度の知見を有しております。

３．八幡知行氏は、公認会計士の資格を有しており、財務および会計に関する相当程度の

知見を有しております。

４．当社は、酒見康史氏および八幡知行氏を、東京証券取引所の定めに基づく独立役員と

して指定し、同取引所に届け出ております。

５．当社は、監査等委員会の職務を補助する常勤の内部監査担当者を配置しているため、

常勤の監査等委員の選定を行っておりません。

－ 13 －
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(2) 取締役の報酬等

区　　  分 支給人員 支 給 額

取締役（監査等委員を除く） ２名 35,499千円

取 締 役 （ 監 査 等 委 員 ） ３名 8,400千円

（ う ち 社 外 取 締 役 ） （３名） （6,400千円）

合 計 ５名 43,899千円

(注)当事業年度において、社外取締役が当社を除く親会社の子会社から役員として受けた報酬

等の総額は18,511千円であります。

(3) 当事業年度に係る各会社役員の報酬等の額またはその算定方法に係る決

定に関する方針

① 取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬は、基本報酬の「取締

役報酬」をベースに、業務執行の権限および責任の範囲に応じて「役付報

酬」および「代表者報酬」を加算するものとし、個別の報酬額は、株主総

会で承認可決された報酬総額の範囲内で、取締役会の決議により決定して

おります。

② 監査等委員である取締役の報酬は「取締役報酬」のみとしており、個別の

報酬額は、監査等委員の協議（委員全員の同意があるときは監査等委員会

の決議）により決定しております。

(4) 責任限定契約の内容の概要

　当社と各非業務執行取締役は、会社法第427条第１項および当社定款第29

条第２項の規定に基づき、会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する

契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法

令が規定する額としております。

－ 14 －
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(5) 社外役員に関する事項

① 他の法人等の重要な兼職の状況および当社と当該他の法人等との関係

・取締役（監査等委員）酒見康史氏は株式会社松風の社外監査役でありま

すが、当社は株式会社松風との間に特別な関係はありません。

・取締役（監査等委員）見座宏氏はオプテックス・エフエー株式会社の社

外監査役でありましたが、平成29年３月８日に退任しております。同社

は、当社の親会社の子会社であります。また、同氏は、平成29年３月25

日に、当社の親会社であるオプテックスグループ株式会社の社外取締役

（監査等委員）に就任したため、会社法第２条第15号ハの定めにより、

同日付で、当社における社外性を喪失いたしました。

・取締役（監査等委員）八幡知行氏はオプテックス・エフエー株式会社の

社外監査役でありましたが、平成29年３月８日に退任しております。同

社は、当社の親会社の子会社であります。

－ 15 －
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② 当事業年度における主な活動状況

活 動 状 況

取 締 役

（監査等委員）
酒 見 康 史

弁護士としての専門性に基づき、豊富な実務経験と

幅広い見識から、取締役会において、取締役会の意

思決定の妥当性・適正性を確保するための発言を行

っております。

また、監査等委員会においても法令遵守について適

宜必要な発言を行っております。

取 締 役

（監査等委員）
見 座 　 宏

他社における取締役としての豊富な経験と経理業

務を通じて培った財務および会計に関する幅広い

見識から、取締役会において、取締役会の意思決定

の妥当性・適正性を確保するための発言を行ってお

ります。

また、監査等委員会においても内部監査および決算

プロセスについて適宜必要な発言を行っておりま

す。

取 締 役

（監査等委員）
八 幡 知 行

公認会計士としての専門性に基づき、豊富な実務経

験と幅広い見識から、取締役会において、取締役会

の意思決定の妥当性・適正性を確保するための発言

を行っております。

また、監査等委員会においても内部監査および決算

プロセスについて適宜必要な発言を行っておりま

す。

　酒見康史氏は、当事業年度中に開催した取締役会14回中13回および監査

等委員会13回の全てに出席しております。

　見座宏氏は、当事業年度中に開催した取締役会14回および監査等委員会

13回（うち、社外取締役（監査等委員）としての出席は、取締役会５回お

よび監査等委員会４回）の全てに出席しております。

　八幡知行氏は、当事業年度中に開催した取締役会14回中13回および監査

等委員会13回中12回に出席しております。

（注）上記の取締役会の開催回数のほか、会社法第370条および当社定款第26条の規

　　　定に基づき、取締役会決議があったものとみなす書面決議が４回ありました。

－ 16 －
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５． 会計監査人の状況

①　名称　　　　　有限責任監査法人トーマツ

②　報酬等の額

支 払 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 27,500千円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の
財産上の利益の合計額

27,500千円

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法

に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できません

ので、当事業年度に係る報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２．監査等委員会は、会計監査人の、監査計画の内容及び職務遂行状況並びに報酬の算定

根拠及び決定のプロセス等の客観性・合理性について必要な検証を行った結果、会計

監査人の報酬等の額は適正であると判断し、同意いたしました。

③　非監査業務の内容

　該当事項はありません。

④　会計監査人の解任または不再任の決定の方針

　監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に

該当すると認められる場合は、監査等委員全員の同意に基づき、会計監査

人を解任いたします。この場合、監査等委員会が選定した監査等委員は、

解任後最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨

と解任の理由を報告いたします。

　また、会計監査人の独立性、専門性、職務の遂行状況、その他諸般の事

情を総合的に勘案し、再任しないことが適当であると判断した場合は、監

査等委員会の決議によって不再任に関する議案を提出します。

⑤　責任限定契約の内容の概要

　会計監査人と締結している個別の責任限定契約はありません。

－ 17 －

会社役員に関する事項



2018/02/21 16:06:02 / 17355388_シーシーエス株式会社_招集通知

６．剰余金の配当等の決定に関する方針

　当社は、株主の皆様への利益還元を重要な経営課題の一つとして位置づけ、

事業活動によって得られた利益を、従業員への賞与、株主の皆様への配当、

成長資金としての内部留保へ適正に配分することにより、資本効率を高め、

持続的な成長と企業価値の向上を目指してまいります。

経営環境の変化に耐えうる財務基盤を維持し、中長期の成長資金確保のた

め、内部留保の充実を図りながら、配当につきましては、当面、期末配当と

して年１回、連結配当性向20％～30％を目標として、継続的かつ業績に応じ

た利益還元をしていく方針です。

　当事業年度の配当につきましては、上記の方針に基づき、１株当たり45円

の配当を実施することを決定いたしました。

－ 18 －
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７．業務の適正を確保するための体制

当社は、内部統制システムを適切に構築し、運用することにより、業務

執行の公正性および効率性を確保することが重要な経営課題であるとの認

識から、当社の業務の適正を確保するために以下のとおり取締役会で決定

し実践しております。

(1) 当社グループの取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合

することを確保するための体制

① 当社取締役会は、法令及び定款等の遵守のための体制を含む内部統制シ

ステムに関する基本方針を決定し、その実施状況を監督するとともに、

適宜、基本方針の見直しを行う。

② 当社監査等委員会は、内部統制システムの整備と実施状況を含め、業務

執行状況の調査を行い、独立した立場から取締役の職務執行の監査を行

う。

③ 当社は、コンプライアンスに係る基本方針及びコンプライアンス推進の

ための基本事項を「コンプライアンス規程」に定め、継続的な教育の実

施等によりこれを遵守する。また、法令違反等コンプライアンスに関す

る重要な事実の社内報告体制の一環として内部通報制度を構築し、リス

クの早期発見と的確に対応できる体制を整備する。

④ 当社は、代表取締役社長直轄の内部監査部署を設置し、「内部監査規

程」及び年次の内部監査計画に基づき、各部門について内部統制システ

ムの有効性を含めた内部監査を実施し、監査結果は、定期的に代表取締

役社長に報告するとともに、監査等委員会に対しても内部監査の状況を

報告する。

⑤ 社会の秩序や企業の健全な活動に脅威を与える反社会的勢力に対して

は、関係機関との連携を含め組織全体で毅然とした態度で臨むものとし、

反社会的勢力とは一切の関係を遮断する。

(2) 当社取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　当社は、取締役の意思決定及び職務執行に係る情報（株主総会議事録、

取締役会議事録等の法定文書のほか経営幹部会をはじめ各種主要会議の議

事録及び会議資料）について、「文書管理規程」等の社内規程に基づき適

切にこの情報の保存及び管理を行う。

－ 19 －
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(3) 当社グループの損失の危険の管理に関する規程その他の体制

① 当社は、「リスク管理規程」を定め、リスクマネジメントを推進する体

制として代表取締役社長を委員長とする「リスク管理委員会」を設置し、

全社で一体化したリスク管理を行う。

② 当社子会社においても、その規模、特性を踏まえて当社の社内規程その

他に準じて規程等を整備し、損失の危険等の管理に係る体制を整備する。

③ 事業運営に重大な影響を及ぼす事態が発生した場合の対応やその予防

について必要な措置を講じる。

(4) 当社グループの取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保す

るための体制

① 当社は、取締役の職務執行を効率的に行うために、取締役会は月１回の

定時開催に加え、必要に応じて適宜臨時に開催するものとし、迅速かつ

適正な決定を行う。また、その決定に基づく職務執行に当たっては、業

務執行取締役と執行役員が役割分担等を行い、効率的な業務執行を行う

ものとする。

② 当社は、経営の機動性を高めるため、業務執行取締役と執行役員で構成

する「経営幹部会」を定期的に開催し、業務執行上の当社グループ会社

における重要課題について報告・検討を行う。

③ 上記事項の実施を通じて、子会社における取締役等の業務が効率的に実

行されることを確保する。

(5) 当社並びに親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を

確保するための体制

① 当社は、必要に応じて親会社であるオプテックスグループ株式会社と企

業倫理の確立、法令、定款および社内規程の遵守体制、その他の業務の

適正を確保するための体制の整備等について連携し、実施する。

② 当社は、「関係会社管理規程」等に基づき、各グループ子会社代表の業

務執行状況を監視・監督するとともに、適正な業務運営のための管理体

制及びコンプライアンス、リスク管理の体制整備を支援する。子会社の

経営活動上の重要な意思決定事項については、当社取締役会に報告し承

認を得て行う。

③ 各子会社代表は、定期的に子会社の運営状況について当社に報告すると

ともに、グループ間の情報共有・意思疎通及びグループ経営方針の統一
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化を図り、グループ間取引に際し不適切な取引の発生防止に努める。

④ 当社の内部監査部署は、当社及びグループ会社の内部監査を定期的に実

施し、指摘事項に対する改善策の進捗状況を確認するとともに、その結

果を代表取締役社長及び監査等委員会に報告する。

(6) 監査等委員会の職務を補助すべき使用人に関する事項、当該使用人の監

査等委員以外からの独立性に関する事項及び当該使用人に対する指示の

実効性の確保に関する事項

① 監査等委員会がその職務を補助する使用人を置くことを求めた場合、取

締役会は監査等委員会と協議の上、監査等委員会を補助すべき使用人を

置くものとする。

② 使用人の任命、異動、評価等については監査等委員会の承認を得るもの

とし、監査等委員会から監査業務に関する指示を受けた使用人は、その

指示に関して当社取締役（監査等委員である取締役を除く）の指揮命令

を受けないものとし、その独立性と指示の実効性を確保する。

(7) 当社グループの取締役及び使用人等並びに当社子会社の監査役が、当社

監査等委員会に報告をするための体制及び報告をした者が当該報告をし

たことを理由として不利益な取扱を受けないことを確保するための体制

① 当社グループの取締役及び使用人は、当社及び当社グループの業務また

は業績に影響を与える重要な事項につき、その内容、業務執行の状況及

び結果について遅滞なく監査等委員会に報告する。また、これに係わら

ず、監査等委員会はいつでも必要に応じて、当社グループの取締役及び

使用人に対して報告を求めることができるものとする。

② 当社グループは、内部通報制度を整備するとともに、通報をしたことに

よる不利益な扱いを受けないことを「内部通報制度規程」に明記し、当

社グループ企業全てに周知徹底する。

(8) その他当社監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するた

めの体制

① 当社監査等委員会は、代表取締役社長と定期的に会合をもち、経営方

針、会社の対処すべき課題、会社を取り巻くリスクの他、監査等委員会

監査の環境整備の状況、監査上の重要問題等について意見を交換する。

② 当社監査等委員会は、当社内部監査部署および会計監査人との情報交換

を含め連携を密にし、また、グループ各社の監査役等と意見交換を行う。
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③ 当社監査等委員会は、監査計画を実行するための予算を確保する。当社

監査等委員がその職務執行につき費用請求をしたときは、速やかにその

費用を支出する。

(9) 財務報告の信頼性を確保するための体制

　当社グループの財務報告の信頼性を確保するため、金融商品取引法に基

づく、有効かつ適切な内部統制システムを構築する。また、その整備・運

用状況について継続的に評価し、必要な是正措置を行い、実効性のある体

制の構築を図る。

８．業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

　当社は、上記の業務の適正を確保するための体制について、平成29年７月

13日付で改定した「内部統制システムの構築に関する基本方針」に基づき、

子会社を含めた企業集団の内部統制システムの整備および運用の状況につい

て、定期的にモニタリングを実施し、監査等委員会に報告を行い、適切な内

部統制システムの構築・運用に努めてまいりました。今後、より一層運用の

徹底を図るため、コンプライアンス教育を推進してまいります。

　　◎ 事業報告中の金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて記載しております。
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連 結 貸 借 対 照 表

（平成29年12月31日現在）
（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受取手形及び売掛金

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原材料及び貯蔵品

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機械装置及び運搬具

工 具 器 具 備 品

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

そ の 他

投資その他の資産

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

6,211,617

2,485,817

2,028,937

557,580

288,584

578,129

162,297

113,094

△2,823

1,652,373

1,279,834

407,304

21,564

241,213

608,587

678

486

142,406

142,406

230,132

30,467

199,665

流 動 負 債 2,058,606

買 掛 金 387,017

短 期 借 入 金 400,000

1年内返済予定の長期借入金 101,392

未 払 金 477,846

未 払 法 人 税 等 302,598

賞 与 引 当 金 260,912

そ の 他 128,839

固 定 負 債 404,603

社 債 200,000

長 期 借 入 金 59,484

退職給付に係る負債 116,737

そ の 他 28,382

負 債 合 計 2,463,210

純 資 産 の 部

株 主 資 本 5,353,948

資 本 金 462,150

資 本 剰 余 金 1,460,472

利 益 剰 余 金 3,431,790

自 己 株 式 △463

その他の包括利益累計額 46,832

為替換算調整勘定 46,832

純 資 産 合 計 5,400,781

資 産 合 計 7,863,991 負 債 ・ 純 資 産 合 計 7,863,991
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連 結 損 益 計 算 書

(平成29年１月１日から
平成29年12月31日まで)

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 9,022,879

売 上 原 価 3,656,696

売 上 総 利 益 5,366,183

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 3,869,647

営 業 利 益 1,496,535

営 業 外 収 益

受 取 利 息 1,055

受 取 手 数 料 1,691

受 取 補 償 金 2,250

物 品 売 却 益 4,206

そ の 他 6,607 15,809

営 業 外 費 用

支 払 利 息 10,092

売 上 割 引 17,704

為 替 差 損 38,074

そ の 他 4,681 70,553

経 常 利 益 1,441,791

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 4,196

関 係 会 社 出 資 金 売 却 損 47,776 51,973

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 1,389,818

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 350,132

法 人 税 等 調 整 額 △15,186 334,946

当 期 純 利 益 1,054,872

非支配株主に帰属する当期純利益 938

親会社株主に帰属する当期純利益 1,053,933

－ 24 －

連結損益計算書



2018/02/21 16:06:02 / 17355388_シーシーエス株式会社_招集通知

連結株主資本等変動計算書

(平成29年１月１日から
平成29年12月31日まで)

  （単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

平成29年１月１日　残高 462,150 1,460,472 2,447,249 △166 4,369,705

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △54,177 △54,177

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

1,053,933 1,053,933

自 己 株 式 の 取 得 △297 △297

連結除外に伴う利益剰余金
減 少 額

△15,216 △15,216

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 － － 984,540 △297 984,243

平成29年12月31日　残高 462,150 1,460,472 3,431,790 △463 5,353,948

その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計為 替 換 算
調 整 勘 定

その他の包括利
益累計額合計

平成2 9年１月１日　残高 △26,398 △26,398 113,485 4,456,792

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △54,177

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

1,053,933

自 己 株 式 の 取 得 △297

連結除外に伴う利益剰余金
減 少 額

△15,216

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

73,231 73,231 △113,485 △40,253

連結会計年度中の変動額合計 73,231 73,231 △113,485 943,989

平成29年12月31日　残高 46,832 46,832 － 5,400,781
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連結注記表

１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記

(1) 連結の範囲に関する事項

①　連結子会社の状況

・連結子会社の数　　　　　　　　５社

・主要な連結子会社の名称　　　　CCS America,Inc.

CCS Europe N.V.

CCS Asia PTE.LTD.

晰写速光学（深圳）有限公司

・連結範囲の変更

　東莞鋭視光電科技有限公司は当社の連結子会社でしたが、当連結会計年度において当社

が保有する出資持分の全てを譲渡したことに伴い、連結の範囲から除外しております。ま

た当連結会計年度より晰写速光学（深圳）有限公司を新設したため、連結の範囲に含めて

おります。

②　非連結子会社の状況

　該当事項はありません。

(2) 連結子会社の事業年度等に関する事項

　CCS-ELUX LIGHTING ENGINEERING PVT.LTD.の決算日は３月末日であります。連結計算書

類の作成にあたっては、連結決算日現在で実施した仮決算に基づく財務諸表を使用しており

ます。

(3) 会計方針に関する事項

①　重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．有価証券

　　・その他有価証券

　　　時価のあるもの　　　　　決算日の市場価格等に基づく時価法を採用しておりま

す。（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算定）

　　　時価のないもの　　　　　移動平均法による原価法を採用しております。

ロ．デリバティブ　　　　　　　　時価法を採用しております。
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ハ．たな卸資産

・商品、製品、仕掛品、原材料　主として移動平均法による原価法を採用しております。

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法により算定）

・貯蔵品　　　　　　　　　　　主として最終仕入原価法による原価法を採用しており

ます。（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価

切下げの方法により算定）

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産（リース資産を除く）

当社は定率法を採用しております。ただし、平成10年

４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）

並びに平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備

及び構築物については、定額法によっております。

また、在外連結子会社は定額法を採用しております。

ロ．無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。なお、自社使用のソフト

ウェアについては、社内における見込利用可能期間

（５年）に基づく定額法によっております。

ハ．リース資産

・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定

額法を採用しております。

③　重要な引当金の計上基準

イ．貸倒引当金　　　　　　　　　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率に基づき、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を考慮し、回収不能見込

額を計上しております。

ロ．賞与引当金　　　　　　　　　従業員に対して支給する賞与に備えるため、賞与支給

見込額の内、当連結会計年度に負担すべき金額を計上

しております。

④　重要なヘッジ会計の方法

イ．ヘッジ会計の方法　　　　　　金利スワップ取引については、特例処理の要件を満た

しているため、特例処理を採用しております。

ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象　　　ヘッジ手段…金利スワップ

　ヘッジ対象…借入金

ハ．ヘッジ方針　　　　　　　　　市場金利の変動リスクを回避することを目的として

おり、投機的な取引は行わない方針であります。

ニ．ヘッジの有効性評価の方法　　金利スワップは特例処理の要件を満たしており、有効

性の評価を省略しております。
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⑤　その他連結計算書類の作成のための重要な事項

イ．退職給付に係る会計処理の方法

当社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都

合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

ロ．消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

２．連結貸借対照表に関する注記

　有形固定資産の減価償却累計額 1,310,474千円

３．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の総数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 5,417,829株 －株 －株 5,417,829株

(2) 自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 113株 122株 －株 235株

（注）自己株式数の増加122株は単元未満株式及び端株の買取りによる増加であります。

(3) 剰余金の配当に関する事項

①　配当金支払額等

決 議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

（千円）

１株当たり配

当 額（円）
基 準 日 効力発生日

平成29年２月23日

取 締 役 会
普通株式 利益剰余金 54,177 10 平成28年12月31日 平成29年３月９日

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち､配当の効力発生日が翌連結会計年度にな

るもの

決 議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

（千円）

１株当たり配

当 額（円）
基 準 日 効力発生日

平成30年２月20日

取 締 役 会
普通株式 利益剰余金 243,791 45 平成29年12月31日 平成30年３月８日
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４．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針

　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達につい

ては銀行借入による方針であります。また、デリバティブ取引は、借入金の金利変動リス

クを回避するために利用し、投機的な取引は行わない方針であります。

②　金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク並びにリスク管理体制

　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されています。当該リス

クに関しては、当社グループの「与信管理規程」に従い、取引先ごとの期日管理及び残高

管理を行うとともに、回収遅延債権については、定期的に営業部門へ報告され、個別に把

握及び対応を行う体制としております。また、年１回与信管理限度額水準の見直しを行っ

ており、信用リスクの低減を図っております。

　営業債務である買掛金及び未払金は１年以内の支払期日であります。

　借入金および社債は運転資金及び設備投資資金であります。変動金利の借入金は、金利

の変動リスクに晒されておりますが、一部の長期借入金については、金利変動リスクを回

避し支払利息の固定化を図るために、デリバティブ取引（金利スワップ取引）をヘッジ手

段として利用しております。ヘッジの有効性の評価方法については、金利スワップの特例

処理の要件を満たしているため、その判定をもって有効性の評価を省略しております。社

債は固定金利となっております。

　また、これら営業債務、借入金及び社債は、流動性リスクに晒されていますが、資金繰

計画を作成するなどの方法により管理しております。

(2) 金融商品の時価等に関する事項

　平成29年12月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次

のとおりであります。

連結貸借対照表

計上額（千円）
時価（千円） 差額（千円）

(1) 　現金及び預金 2,485,817 2,485,817 －

(2) 　受取手形及び売掛金 2,028,937 2,028,937 －

資産計 4,514,755 4,514,755 －

(1) 　買掛金 387,017 387,017 －

(2) 　短期借入金 400,000 400,000 －

(3) 　未払金 477,846 477,846 －

(4) 　社債 200,000 198,800 △1,199

(5) 　長期借入金 160,876 162,351 1,475

　負債計 1,625,739 1,626,016 276

　デリバティブ取引 － － －

※ 長期借入金には、１年内返済予定の長期借入金が含まれております。
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（注）金融商品の時価の算定方法に関する事項

資　産

（１）現金及び預金、（２）受取手形及び売掛金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似している

ことから、当該帳簿価額によっております。

負　債

（１）買掛金、（２）短期借入金、（３）未払金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似している

ことから、当該帳簿価額によっております。

（４）社債

　社債の時価については、元利金の合計額を、新規に同様の社債発行を行った場

合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定しております。

（５）長期借入金

　長期借入金の時価については、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反

映していると考えられるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳

簿価額によっております。変動金利による長期借入金の一部は金利スワップの特

例処理の対象とされており、当該金利スワップと一体として処理された元利金の

合計額を、同様の借入を行った場合に適用される合理的に見積られる利率で割り

引いて算定する方法によっております。固定金利によるものは、元利金の合計額

を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値によ

り算定しております。

デリバティブ取引

　金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と

一体として処理されているため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記

載しております（上記（５）参照）。

５．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 996円90銭

(2) １株当たり当期純利益 194円54銭
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６．重要な後発事象に関する注記

（簡易株式交換による完全子会社化）

当社と当社の親会社であるオプテックスグループ株式会社（以下「オプテックスグルー

プ」）は、平成30年２月14日に開催された両社の取締役会において、当社をオプテックスグ

ループの完全子会社とすることを決議し、平成30年７月１日を効力発生日として、オプテッ

クスグループを株式交換完全親会社、当社を株式交換完全子会社とする株式交換（以下「本

株式交換」）契約を締結いたしました。

なお、本株式交換は、平成30年３月23日開催予定の定時株主総会の承認を前提としており、

これにより、当社株式は平成30年６月27日に上場廃止（最終売買日は平成30年６月26日）と

なる予定です。

(1)本株式交換の目的

オプテックスグループ企業グループ（オプテックスグループ、並びにその子会社と孫会社

の29社及び関連会社２社で構成される企業グループをいいます。以下同じです。）は、平成

29年１月より持株会社体制によるグループマネジメントを開始し、現在、持株会社であるオ

プテックスグループを筆頭に、直系事業子会社として以下の４社が連なる体制のもと、事業

を推進しております。

①　防犯用センサや自動ドア用センサなどの開発・製造・販売を主たる事業とするオプテ

ックス株式会社

②　ファクトリーオートメーションにおける制御用センサや検査用センサなどの開発・製

造・販売を主たる事業とするオプテックス・エフエー株式会社（以下「オプテックス・

エフエー」といいます。）

③　ファクトリーオートメーションにおける画像処理用ＬＥＤ照明機器や工業用紫外線照

射装置その他ＬＥＤ応用照明などの開発・製造・販売を主たる事業とするシーシーエ

ス株式会社（以下「シーシーエス」といいます。）

④　グループのＣＳＲ（企業の社会貢献事業）と従業員福利厚生施設運営などを主たる事

業とするオーパルオプテックス株式会社

オプテックスグループは、防犯用センサ関連事業と自動ドア用センサ関連事業に加え、フ

ァクトリーオートメーション関連事業をグループの中核事業と位置付け、平成28年５月にシ

ーシーエスを公開買付けにより連結子会社化いたしました。当初はシーシーエス経営陣及び

従業員の意向に配慮しシーシーエスの上場を維持してまいりましたが、その後、グループ経

営のありかたを議論し、持株会社体制にグループ経営の枠組みを変更いたしました。さらに

平成29年１月より、当時ＪＡＳＤＡＱ市場に上場していたオプテックス・エフエーを100％子

会社化して、グループ経営の機動力をあげることでグループシナジーによる業績向上を図っ

てまいりました。シーシーエス経営陣及び従業員とも信頼関係の構築が進んでグループ内の

協力関係が強固になった結果、特にファクトリーオートメーション関連事業において大きな

成長を遂げるに至りました。

このような中で平成29年８月にオプテックスグループにて開催した定時取締役会において

オプテックスグループ企業グループの体制に関する検討議論がなされ、シーシーエスは100％

子会社とすることで、より一層の事業成長加速を図ることが望ましいとの結論に至りました。

その後、本株式交換を進めるうえでのアドバイザーなど主要な体制構築を行って、平成29年
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９月シーシーエスに対して交渉を進めるべく体制構築を依頼し、平成29年10月に両社関係者

が会してキックオフミーティングを実施して交渉を行ってまいりました。

今後は、オプテックス・エフエーとシーシーエスの双方において行っております画像処理

用ＬＥＤ照明機器事業の一層の連携を図り、グループ内における経営資源の選択と集中や、

事業経営の効率化を進めてまいりたいと考えております。またオプテックスグループ企業グ

ループでは、さらなる業績拡大の加速と、事業多角化による継続的成長のために、Ｍ＆Ａや

資本業務提携を重要な経営戦略と位置付けて、積極的に取り組みを進めておりますが、より

効果的なＭ＆Ａ又は提携のためには、従来に比べ大きな資金規模を必要とすることが想定さ

れるため、オプテックスグループとシーシーエスの両社がそれぞれの経営資源にて個別対応

するより、両社が全体最適視点で連携することが効率的で、両社の企業価値向上にとって望

ましいと考えております。そのためには、両社の株主を含めたステークホルダーの利益確保

の点でも一致した経営行動と、意思決定の迅速化を図るうえで、現時点でのシーシーエス完

全子会社化が望ましいと考えるに至りました。

なお、株式交換による完全子会社化という方法を選択いたしましたのは、オプテックスグ

ループ企業グループとして今後さらにファクトリーオートメーションにおける画像処理関連

事業に注力するとともに、ＬＥＤに関する技術を企業グループ全体で活用して業績貢献して

いくに当たり、シーシーエス株主の皆様に引き続きオプテックスグループ企業グループ株主

としてご支援いただくことで、企業価値のより一層の向上を図り、株主利益の最大化を目指

したいと考えたためです。

一方で、シーシーエスでも、オプテックスグループからの依頼をうけ、本株式交換を進め

るうえでのプロジェクトチームの発足や外部アドバイザーなど主要な体制構築を行い、株式

交換による完全子会社化が自社の今後の成長戦略にどのように寄与するかについて検討を行

いました。

シーシーエスは、平成５年10月に設立し、実用化され始めたＬＥＤにいち早く着目するこ

とで自動検査の際の光源として使用される画像処理用ＬＥＤ照明を様々な生産現場に提供し

てきました。この画像処理用ＬＥＤ照明装置の開発・製造・販売を主な事業として、同分野

で培った技術・ノウハウを活かして、ＵＶ（紫外線）照射器、ＬＥＤデバイス、美術館・博

物館用照明などの新規事業を展開しています。

シーシーエスは、平成28年５月に実施された公開買付けにより、オプテックスグループの

連結子会社となりました。その後は、オプテックスグループの一員としてオプテックス・エ

フエーをはじめグループ各社とのシナジーを追求し、事業規模や事業領域の拡大に取り組ん

できました。今後、シーシーエスが、画像処理用ＬＥＤ照明の市場において、国内・海外と

もに圧倒的なトップシェアを獲得するためには、迅速かつ機動的な意思決定に基づく経営を

行うことが必要不可欠であると考えています。また、更なる成長加速のために、国内外での

Ｍ＆Ａや資本提携を計画しています。

今回、オプテックスグループの完全子会社となることでシーシーエスは上場廃止となりま

すが、経営の意思決定を迅速に行うことができるようになり、両社が保有する経営資源を融

合することで、オプテックス・エフエーとの連携の更なる強化のみならず、国内外のグルー

プ各社の資源や取引関係の活用が一層加速し、シーシーエスの事業拡大への貢献が見込まれ

ます。また、オプテックスグループの経営資源を活用することで効率的な資金調達が可能と
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なり、シーシーエス単独では難しい大型案件のＭ＆Ａや資本提携などを円滑に推進でき、機

動的かつ大胆な事業戦略の推進が可能になります。

以上から、株式交換によりオプテックスグループの完全子会社となることが、シーシーエ

スの成長戦略上、必要な施策であり、企業価値向上に最良の選択であると判断いたしました。

以上を踏まえ、株式交換を用いたシーシーエスの完全子会社化によるオプテックスグルー

プとの経営統合を実施することが企業価値向上にとって最も適した選択肢であり、両社の株

主の皆様に報いることが可能であるとの考えで両社の見解が一致したことから、このたびの

株式交換契約の締結の決定に至っております。

(2)本株式交換の要旨

　①　本株式交換完全親会社の概要

名称 オプテックスグループ株式会社

所在地
滋賀県大津市雄琴５-８-12
（登記上の本店所在地：滋賀県大津市におの浜四丁目７番５号）

代表者の役職・氏名
代表取締役会長兼CEO 小林 徹
代表取締役社長兼COO 小國 勇

事業内容 グループの経営戦略策定、経営管理及びそれに付帯する業務

資本金 2,798百万円

　②　本株式交換の日程

定時株主総会基準日（シーシーエス） 平成29年12月31日（日）

本株式交換契約締結承認取締役会（両社） 平成30年２月14日（水）

本株式交換契約締結（両社） 平成30年２月14日（水）

本株式交換契約承認定時株主総会（シーシーエス） 平成30年３月23日（金）（予定）

最終売買日（シーシーエス） 平成30年６月26日（火）（予定）

上場廃止日（シーシーエス） 平成30年６月27日（水）（予定）

本株式交換の効力発生日 平成30年７月１日（日）（予定）

(注1)上記日程は現時点の予定であり、今後手続きを進める中で、両社協議の上、変更される

場合があります。

(注2)オプテックスグループは、本株式交換については、会社法第796条第２項の規定に基づ

き、株主総会の承認を必要としない「簡易株式交換」の手続きにより行います。

　③　本株式交換の方式

オプテックスグループを株式交換完全親会社とし、シーシーエスを株式交換完全子会社

とする株式交換を行います。本株式交換については、オプテックスグループにおいては、

会社法第796条第２項の規定に定める簡易株式交換の方法により、株主総会の承認を得ない

で、また、シーシーエスにおいては、平成30年３月23日開催予定の定時株主総会にて承認

を受けた上で、平成30年７月１日を効力発生日として行うことを予定しております。
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　④　本株式交換に係る割当ての内容

会社名
オプテックスグループ

（株式交換完全親会社）
シーシーエス

（株式交換完全子会社）

本株式交換に係る割当ての内容 1

1.40

(ご参考：本株式分割考慮前）
0.70

本株式交換により交付する株式数 普通株式：2,766,649株（予定）

（注1）株式の割当比率

シーシーエスの普通株式１株に対してオプテックスグループの普通株式1.40株を割当て

交付いたします。但し、オプテックスグループが所有するシーシーエスの株式については、

本株式交換による株式の割当ては行いません。なお、本株式交換に係る割当ての内容は、

算定の根拠となる諸条件に重大な変更が生じた場合は、両社協議・合意の上、変更する可

能性があります。

（注2）株式分割

上記割当比率及びオプテックスグループが交付する普通株式数は、本株式分割の効力が

生じたことを前提とした数としています。

（注3）本株式交換により交付する株式数

オプテックスグループは、本株式交換に際して、本株式交換によりオプテックスグルー

プがシーシーエス株式（但し、オプテックスグループが保有するシーシーエス株式を除き

ます。）の全部を取得する時点の直前時（以下「基準時」といいます。）のシーシーエス

の株主の皆様（但し、オプテックスグループを除きます。）に対し、その保有するシーシ

ーエス株式に代わり、その保有するシーシーエス株式の数の合計に1.40を乗じた数のオプ

テックスグループ株式を交付します。なお、シーシーエスは、本株式交換の効力発生日の

前日までに開催するシーシーエスの取締役会決議により、シーシーエスが保有する自己株

式及び基準時までにシーシーエスが保有することとなる自己株式（本株式交換に関して行

使される会社法第785条第１項の規定に定める反対株主の株式買取請求に係る株式の買取

りによって取得する自己株式を含みます。）の全部を、基準時までに消却する予定です。

また、オプテックスグループの交付する株式については、全て新たに発行する株式にて

対応する予定です。なお、オプテックスグループが交付する株式数は、シーシーエスの自

己株式の消却等により、今後修正される可能性があります。
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（注4）単元未満株式の取り扱いについて

本株式交換に伴い、オプテックスグループの単元未満株式を保有することとなる株主の

皆様については、その株式数に応じて本株式交換の効力発生日以降の日を基準日とするオ

プテックスグループの配当金を受領する権利を有することになりますが、金融商品取引所

市場において当該単元未満株式を売却することはできません。オプテックスグループの単

元未満株式を保有することとなる株主の皆様においては、以下の制度をご利用いただくこ

とができます。

①　オプテックスグループ株式の買取制度（単元未満株式の売却）

会社法第192条第１項の規定に基づき、オプテックスグループの単元未満株式を保有す

ることとなる株主の皆様が、その保有する単元未満株式を買い取ることをオプテックス

グループに対して請求することができる制度です。

②　オプテックスグループ株式の買増制度（１単元（100株）への買増し）

会社法第194条第１項及びオプテックスグループの定款の規定に基づき、オプテックス

グループの単元未満株式を保有することとなる株主の皆様が、その保有する単元未満株

式の数と併せて１単元（100株）となる数の株式をオプテックスグループから買い増すこ

とができる制度です。なお、オプテックスグループは、現時点ではかかる買増制度を採

用しておりませんが、平成30年３月24日開催予定のオプテックスグループ定時株主総会

において単元未満株式の買増制度の導入に伴う定款の一部変更の効力が発生することを

条件にかかる買増制度を新設する予定です。

（注5）１株に満たない端数の処理

本株式交換により交付されるべきオプテックスグループ株式の数に１株に満たない端数

が生じた場合、オプテックスグループは、当該端数の割当てを受けることとなるシーシー

エスの株主の皆様に対しては、会社法第234条その他の関連法令の定めに従い、１株に満た

ない端数部分に応じた金額をお支払いいたします。

７．その他の注記

連結貸借対照表、連結損益計算書及び連結株主資本等変動計算書の記載金額は、表示単位

未満の端数を切り捨てて表示しております。

－ 35 －
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貸　借　対　照　表
（平成29年12月31日現在）

（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

工 具 器 具 備 品

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

そ の 他

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

そ の 他

投資その他の資産

関 係 会 社 株 式

関 係 会 社 出 資 金

差 入 保 証 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

5,184,292

1,764,204

616,494

1,261,525

484,098

286,430

562,653

136,727

73,835

△1,677

1,759,855

1,194,498

368,509

212,674

608,587

678

486

3,562

116,483

113,286

3,197

448,873

182,594

50,782

103,544

37,276

74,675

流 動 負 債 1,960,749

買 掛 金 368,962

短 期 借 入 金 400,000

１年内返済予定の長期借入金 101,392

未 払 金 436,602

未 払 法 人 税 等 299,930

賞 与 引 当 金 250,788

そ の 他 103,074

固 定 負 債 402,467

社 債 200,000

長 期 借 入 金 59,484

退 職 給 付 引 当 金 116,737

そ の 他 26,246

負 債 合 計 2,363,217

純 資 産 の 部

株 主 資 本 4,580,930

資 本 金 462,150

資 本 剰 余 金 1,460,472

資 本 準 備 金 127,450

その他資本剰余金 1,333,022

利 益 剰 余 金 2,658,771

その他利益剰余金 2,658,771

別 途 積 立 金 340,000

繰越利益剰余金 2,318,771

自 己 株 式 △463

純 資 産 合 計 4,580,930

資 産 合 計 6,944,147 負 債 ・ 純 資 産 合 計 6,944,147
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損　益　計　算　書

(平成29年１月１日から
平成29年12月31日まで)

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 7,933,468

売 上 原 価 3,391,533

売 上 総 利 益 4,541,935

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 3,241,381

営 業 利 益 1,300,553

営 業 外 収 益

受 取 利 息 750

受 取 配 当 金 79,969

為 替 差 益 3,098

そ の 他 16,299 100,118

営 業 外 費 用

支 払 利 息 9,498

売 上 割 引 17,704

そ の 他 4,290 31,493

経 常 利 益 1,369,177

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 4,044

関 係 会 社 出 資 金 売 却 損 89,284 93,329

税 引 前 当 期 純 利 益 1,275,848

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 283,349

法 人 税 等 調 整 額 △425 282,923

当 期 純 利 益 992,925

－ 37 －

損益計算書



2018/02/21 16:06:02 / 17355388_シーシーエス株式会社_招集通知

株主資本等変動計算書

（平成29年１月１日から
平成29年12月31日まで）

（単位：千円）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
その他
資本剰
余 金

資 本
剰余金
合 計

そ の 他 利 益 剰 余 金

利益剰余金
合 計

別途積立金
繰越利益
剰 余 金

平成29年１月１日残高 462,150 127,450 1,333,022 1,460,472 340,000 1,380,023 1,720,023

事 業 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △54,177 △54,177

当 期 純 利 益 992,925 992,925

自 己 株 式 の 取 得

事業年度中の変動額合計 － － － － － 938,748 938,748

平成29年12月31日残高 462,150 127,450 1,333,022 1,460,472 340,000 2,318,771 2,658,771

株主資本

純資産合計
自己株式 株主資本合計

平成29年１月１日残高 △166 3,642,479 3,642,479

事 業 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △54,177 △54,177

当 期 純 利 益 992,925 992,925

自 己 株 式 の 取 得 △297 △297 △297

事業年度中の変動額合計 △297 938,450 938,450

平成29年12月31日残高 △463 4,580,930 4,580,930

－ 38 －
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

　・子会社株式　　　　　　　　　移動平均法による原価法を採用しております。

　・その他有価証券

　　時価のあるもの　　　　　　決算日の市場価格等に基づく時価法を採用しておりま

す。（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定）

　　時価のないもの　　　　　　移動平均法による原価法を採用しております。

②　デリバティブ　　　　　　　　時価法を採用しております。

③　たな卸資産

・商品、製品、仕掛品、原材料　移動平均法による原価法を採用しております。（貸借対

照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法に

より算定）

・貯蔵品　　　　　　　　　　　最終仕入原価法による原価法を採用しております。（貸

借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方

法により算定）

(2) 固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く）

定率法によっております。ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに平成28

年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物に

ついては、定額法によっております。

②　無形固定資産（リース資産を除く）

定額法によっております。なお、自社使用のソフトウェ

アについては、社内における見込利用可能期間（５年）

に基づく定額法によっております。

③　リース資産

・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額

法を採用しております。

－ 39 －
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(3) 引当金の計上基準

①　貸倒引当金　　　　　　　　　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率に基づき、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を考慮し、回収不能見込額を計

上しております。

②　賞与引当金　　　　　　　　　従業員に対して支給する賞与に備えるため、賞与支給見

込額の内、当事業年度に負担すべき金額を計上しており

ます。

③　退職給付引当金　　　　　　　従業員に対する退職金給付に備えるため、当事業年度末

における退職給付債務の見込額に基づき計上しており

ます。

(4) 重要なヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法　　　　　　金利スワップ取引については、特例処理の要件を満たし

ているため、特例処理を採用しております。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象　　　ヘッジ手段…金利スワップ

　ヘッジ対象…借入金

③　ヘッジ方針　　　　　　　　　市場金利の変動リスクを回避することを目的としてお

り、投機的な取引は行わない方針であります。

④　ヘッジの有効性評価の方法　　金利スワップは特例処理の要件を満たしており、有効性

の評価を省略しております。

(5) その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

－ 40 －
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２．貸借対照表に関する注記

(1) 関係会社に対する金銭債権債務 短期金銭債権 162,788千円

短期金銭債務 3,047千円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 1,283,860千円

３．損益計算書に関する注記

関係会社との取引高 売上高 1,548,576千円

仕入高 16,733千円

販売費及び一般管理費 21,063千円

営業取引以外の取引高 107,997千円

４．株主資本等変動計算書に関する注記

当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 113株 122株 －株 235株

（注）自己株式数の増加122株は単元未満株式及び端株の買取りによる増加であります。

－ 41 －
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５．税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

一括償却資産 3,810千円

賞与引当金 77,242

退職給付引当金 35,604

たな卸資産 24,657

資産除去債務 4,442

関係会社株式評価損 14,039

未払事業税 27,672

その他 6,013

繰延税金資産小計 193,482

評価性引当額 △19,073

繰延税金資産合計 174,409

繰延税金負債

資産除去債務に対応する除去費用 △150

前払退職年金費用 △254

繰延税金負債合計 △405

繰延税金資産の純額 174,003

６．リースにより使用する固定資産に関する注記

　貸借対照表に計上した固定資産のほか、ソフトウェアの一部については、所有権移転外フ

ァイナンス・リース契約により使用しております。

－ 42 －
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７．関連当事者との取引に関する注記

子会社及び関連会社

種 類
会 社 等 の

名 称

議 決 権 等 の 所 有

（被 所 有）割 合

（ ％ ）

関連当事者

と の 関 係

取 引

内 容

取 引 金 額

（ 千 円 ）
科 目

期 末 残 高

（ 千 円 ）

子会社 CCS Europe N.V.
直接100.0％

間接0.0％
当社製品の販売

製 品 の 販 売

（注）１
863,998 売 掛 金 58,904

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注）１．製品の販売については、市場価格等を勘案し、取引条件を決定しております。

２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。

８．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 845円57銭

(2) １株当たり当期純利益 183円28銭

－ 43 －
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９．重要な後発事象に関する注記

（簡易株式交換による完全子会社化）

当社と当社の親会社であるオプテックスグループ株式会社（以下「オプテックスグルー

プ」）は、平成30年２月14日に開催された両社の取締役会において、当社をオプテックスグ

ループの完全子会社とすることを決議し、平成30年７月１日を効力発生日として、オプテッ

クスグループを株式交換完全親会社、当社を株式交換完全子会社とする株式交換（以下「本

株式交換」）契約を締結いたしました。

なお、本株式交換は、平成30年３月23日開催予定の定時株主総会の承認を前提としており、

これにより、当社株式は平成30年６月27日に上場廃止（最終売買日は平成30年６月26日）と

なる予定です。

(1)本株式交換の目的

オプテックスグループ企業グループ（オプテックスグループ、並びにその子会社と孫会社

の29社及び関連会社２社で構成される企業グループをいいます。以下同じです。）は、平成

29年１月より持株会社体制によるグループマネジメントを開始し、現在、持株会社であるオ

プテックスグループを筆頭に、直系事業子会社として以下の４社が連なる体制のもと、事業

を推進しております。

①　防犯用センサや自動ドア用センサなどの開発・製造・販売を主たる事業とするオプテ

ックス株式会社

②　ファクトリーオートメーションにおける制御用センサや検査用センサなどの開発・製

造・販売を主たる事業とするオプテックス・エフエー株式会社（以下「オプテックス・

エフエー」といいます。）

③　ファクトリーオートメーションにおける画像処理用ＬＥＤ照明機器や工業用紫外線照

射装置その他ＬＥＤ応用照明などの開発・製造・販売を主たる事業とするシーシーエ

ス株式会社（以下「シーシーエス」といいます。）

④　グループのＣＳＲ（企業の社会貢献事業）と従業員福利厚生施設運営などを主たる事

業とするオーパルオプテックス株式会社

オプテックスグループは、防犯用センサ関連事業と自動ドア用センサ関連事業に加え、フ

ァクトリーオートメーション関連事業をグループの中核事業と位置付け、平成28年５月にシ

ーシーエスを公開買付けにより連結子会社化いたしました。当初はシーシーエス経営陣及び

従業員の意向に配慮しシーシーエスの上場を維持してまいりましたが、その後、グループ経

営のありかたを議論し、持株会社体制にグループ経営の枠組みを変更いたしました。さらに

平成29年１月より、当時ＪＡＳＤＡＱ市場に上場していたオプテックス・エフエーを100％子

会社化して、グループ経営の機動力をあげることでグループシナジーによる業績向上を図っ

てまいりました。シーシーエス経営陣及び従業員とも信頼関係の構築が進んでグループ内の

協力関係が強固になった結果、特にファクトリーオートメーション関連事業において大きな

成長を遂げるに至りました。

このような中で平成29年８月にオプテックスグループにて開催した定時取締役会において

オプテックスグループ企業グループの体制に関する検討議論がなされ、シーシーエスは100％

子会社とすることで、より一層の事業成長加速を図ることが望ましいとの結論に至りました。

その後、本株式交換を進めるうえでのアドバイザーなど主要な体制構築を行って、平成29年
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９月シーシーエスに対して交渉を進めるべく体制構築を依頼し、平成29年10月に両社関係者

が会してキックオフミーティングを実施して交渉を行ってまいりました。

今後は、オプテックス・エフエーとシーシーエスの双方において行っております画像処理

用ＬＥＤ照明機器事業の一層の連携を図り、グループ内における経営資源の選択と集中や、

事業経営の効率化を進めてまいりたいと考えております。またオプテックスグループ企業グ

ループでは、さらなる業績拡大の加速と、事業多角化による継続的成長のために、Ｍ＆Ａや

資本業務提携を重要な経営戦略と位置付けて、積極的に取り組みを進めておりますが、より

効果的なＭ＆Ａ又は提携のためには、従来に比べ大きな資金規模を必要とすることが想定さ

れるため、オプテックスグループとシーシーエスの両社がそれぞれの経営資源にて個別対応

するより、両社が全体最適視点で連携することが効率的で、両社の企業価値向上にとって望

ましいと考えております。そのためには、両社の株主を含めたステークホルダーの利益確保

の点でも一致した経営行動と、意思決定の迅速化を図るうえで、現時点でのシーシーエス完

全子会社化が望ましいと考えるに至りました。

なお、株式交換による完全子会社化という方法を選択いたしましたのは、オプテックスグ

ループ企業グループとして今後さらにファクトリーオートメーションにおける画像処理関連

事業に注力するとともに、ＬＥＤに関する技術を企業グループ全体で活用して業績貢献して

いくに当たり、シーシーエス株主の皆様に引き続きオプテックスグループ企業グループ株主

としてご支援いただくことで、企業価値のより一層の向上を図り、株主利益の最大化を目指

したいと考えたためです。

一方で、シーシーエスでも、オプテックスグループからの依頼をうけ、本株式交換を進め

るうえでのプロジェクトチームの発足や外部アドバイザーなど主要な体制構築を行い、株式

交換による完全子会社化が自社の今後の成長戦略にどのように寄与するかについて検討を行

いました。

シーシーエスは、平成５年10月に設立し、実用化され始めたＬＥＤにいち早く着目するこ

とで自動検査の際の光源として使用される画像処理用ＬＥＤ照明を様々な生産現場に提供し

てきました。この画像処理用ＬＥＤ照明装置の開発・製造・販売を主な事業として、同分野

で培った技術・ノウハウを活かして、ＵＶ（紫外線）照射器、ＬＥＤデバイス、美術館・博

物館用照明などの新規事業を展開しています。

シーシーエスは、平成28年５月に実施された公開買付けにより、オプテックスグループの

連結子会社となりました。その後は、オプテックスグループの一員としてオプテックス・エ

フエーをはじめグループ各社とのシナジーを追求し、事業規模や事業領域の拡大に取り組ん

できました。今後、シーシーエスが、画像処理用ＬＥＤ照明の市場において、国内・海外と

もに圧倒的なトップシェアを獲得するためには、迅速かつ機動的な意思決定に基づく経営を

行うことが必要不可欠であると考えています。また、更なる成長加速のために、国内外での

Ｍ＆Ａや資本提携を計画しています。

今回、オプテックスグループの完全子会社となることでシーシーエスは上場廃止となりま

すが、経営の意思決定を迅速に行うことができるようになり、両社が保有する経営資源を融

合することで、オプテックス・エフエーとの連携の更なる強化のみならず、国内外のグルー

プ各社の資源や取引関係の活用が一層加速し、シーシーエスの事業拡大への貢献が見込まれ

ます。また、オプテックスグループの経営資源を活用することで効率的な資金調達が可能と
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なり、シーシーエス単独では難しい大型案件のＭ＆Ａや資本提携などを円滑に推進でき、機

動的かつ大胆な事業戦略の推進が可能になります。

以上から、株式交換によりオプテックスグループの完全子会社となることが、シーシーエ

スの成長戦略上、必要な施策であり、企業価値向上に最良の選択であると判断いたしました。

以上を踏まえ、株式交換を用いたシーシーエスの完全子会社化によるオプテックスグルー

プとの経営統合を実施することが企業価値向上にとって最も適した選択肢であり、両社の株

主の皆様に報いることが可能であるとの考えで両社の見解が一致したことから、このたびの

株式交換契約の締結の決定に至っております。

(2)本株式交換の要旨

　①　本株式交換完全親会社の概要

名称 オプテックスグループ株式会社

所在地
滋賀県大津市雄琴５-８-12
（登記上の本店所在地：滋賀県大津市におの浜四丁目７番５号）

代表者の役職・氏名
代表取締役会長兼CEO 小林 徹
代表取締役社長兼COO 小國 勇

事業内容 グループの経営戦略策定、経営管理及びそれに付帯する業務

資本金 2,798百万円

　②　本株式交換の日程

定時株主総会基準日（シーシーエス） 平成29年12月31日（日）

本株式交換契約締結承認取締役会（両社） 平成30年２月14日（水）

本株式交換契約締結（両社） 平成30年２月14日（水）

本株式交換契約承認定時株主総会（シーシーエス） 平成30年３月23日（金）（予定）

最終売買日（シーシーエス） 平成30年６月26日（火）（予定）

上場廃止日（シーシーエス） 平成30年６月27日（水）（予定）

本株式交換の効力発生日 平成30年７月１日（日）（予定）

(注1)上記日程は現時点の予定であり、今後手続きを進める中で、両社協議の上、変更される

場合があります。

(注2)オプテックスグループは、本株式交換については、会社法第796条第２項の規定に基づ

き、株主総会の承認を必要としない「簡易株式交換」の手続きにより行います。

　③　本株式交換の方式

オプテックスグループを株式交換完全親会社とし、シーシーエスを株式交換完全子会社

とする株式交換を行います。本株式交換については、オプテックスグループにおいては、

会社法第796条第２項の規定に定める簡易株式交換の方法により、株主総会の承認を得ない

で、また、シーシーエスにおいては、平成30年３月23日開催予定の定時株主総会にて承認

を受けた上で、平成30年７月１日を効力発生日として行うことを予定しております。
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　④　本株式交換に係る割当ての内容

会社名
オプテックスグループ

（株式交換完全親会社）
シーシーエス

（株式交換完全子会社）

本株式交換に係る割当ての内容 1

1.40

(ご参考：本株式分割考慮前）
0.70

本株式交換により交付する株式数 普通株式：2,766,649株（予定）

（注1）株式の割当比率

シーシーエスの普通株式１株に対してオプテックスグループの普通株式1.40株を割当て

交付いたします。但し、オプテックスグループが所有するシーシーエスの株式については、

本株式交換による株式の割当ては行いません。なお、本株式交換に係る割当ての内容は、

算定の根拠となる諸条件に重大な変更が生じた場合は、両社協議・合意の上、変更する可

能性があります。

（注2）株式分割

上記割当比率及びオプテックスグループが交付する普通株式数は、本株式分割の効力が

生じたことを前提とした数としています。

（注3）本株式交換により交付する株式数

オプテックスグループは、本株式交換に際して、本株式交換によりオプテックスグルー

プがシーシーエス株式（但し、オプテックスグループが保有するシーシーエス株式を除き

ます。）の全部を取得する時点の直前時（以下「基準時」といいます。）のシーシーエス

の株主の皆様（但し、オプテックスグループを除きます。）に対し、その保有するシーシ

ーエス株式に代わり、その保有するシーシーエス株式の数の合計に1.40を乗じた数のオプ

テックスグループ株式を交付します。なお、シーシーエスは、本株式交換の効力発生日の

前日までに開催するシーシーエスの取締役会決議により、シーシーエスが保有する自己株

式及び基準時までにシーシーエスが保有することとなる自己株式（本株式交換に関して行

使される会社法第785条第１項の規定に定める反対株主の株式買取請求に係る株式の買取

りによって取得する自己株式を含みます。）の全部を、基準時までに消却する予定です。

また、オプテックスグループの交付する株式については、全て新たに発行する株式にて

対応する予定です。なお、オプテックスグループが交付する株式数は、シーシーエスの自

己株式の消却等により、今後修正される可能性があります。
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（注4）単元未満株式の取り扱いについて

本株式交換に伴い、オプテックスグループの単元未満株式を保有することとなる株主の

皆様については、その株式数に応じて本株式交換の効力発生日以降の日を基準日とするオ

プテックスグループの配当金を受領する権利を有することになりますが、金融商品取引所

市場において当該単元未満株式を売却することはできません。オプテックスグループの単

元未満株式を保有することとなる株主の皆様においては、以下の制度をご利用いただくこ

とができます。

①　オプテックスグループ株式の買取制度（単元未満株式の売却）

会社法第192条第１項の規定に基づき、オプテックスグループの単元未満株式を保有す

ることとなる株主の皆様が、その保有する単元未満株式を買い取ることをオプテックス

グループに対して請求することができる制度です。

②　オプテックスグループ株式の買増制度（１単元（100株）への買増し）

会社法第194条第１項及びオプテックスグループの定款の規定に基づき、オプテックス

グループの単元未満株式を保有することとなる株主の皆様が、その保有する単元未満株

式の数と併せて１単元（100株）となる数の株式をオプテックスグループから買い増すこ

とができる制度です。なお、オプテックスグループは、現時点ではかかる買増制度を採

用しておりませんが、平成30年３月24日開催予定のオプテックスグループ定時株主総会

において単元未満株式の買増制度の導入に伴う定款の一部変更の効力が発生することを

条件にかかる買増制度を新設する予定です。

（注5）１株に満たない端数の処理

本株式交換により交付されるべきオプテックスグループ株式の数に１株に満たない端

数が生じた場合、オプテックスグループは、当該端数の割当てを受けることとなるシーシ

ーエスの株主の皆様に対しては、会社法第234条その他の関連法令の定めに従い、１株に

満たない端数部分に応じた金額をお支払いいたします。

１０．その他の注記

貸借対照表、損益計算書及び株主資本等変動計算書の記載金額は、表示単位未満の端数を

切り捨てて表示しております。
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

平成30年2月14日

シーシーエス株式会社
取締役会　御中

有限責任監査法人 ト　ー　マ　ツ
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 尾 仲 伸 之 ㊞

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 鈴 木 朋 之 ㊞

当監査法人は、会社法第444条第4項の規定に基づき、シーシーエス株式会社の平成29年1月
1日から平成29年12月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、
連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して

連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚
偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制
を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書

類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認
められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に
重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、こ
れに基づき監査を実施することを求めている。
監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が

実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重
要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有
効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際し
て、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関
連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法
並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討
することが含まれる。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい

る。

監査意見
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業

会計の基準に準拠して、シーシーエス株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結
計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示している
ものと認める。

強調事項
重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成30年2月14日開催の取締役会におい

て、会社をオプテックスグループ株式会社（以下「オプテックスグループ」）の完全子会社
とすることを決議し、平成30年7月1日を効力発生日として、オプテックスグループを株式交
換完全親会社、会社を株式交換完全子会社とする株式交換契約を締結した。
当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利

害関係はない。
以　　上

－ 49 －

連結会計監査報告



2018/02/21 16:06:02 / 17355388_シーシーエス株式会社_招集通知

計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

平成30年2月14日

シーシーエス株式会社
取締役会　御中

有限責任監査法人 ト　ー　マ　ツ
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 尾 仲 伸 之 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 鈴 木 朋 之 ㊞

当監査法人は、会社法第436条第2項第1号の規定に基づき、シーシーエス株式会社の平成29
年1月1日から平成29年12月31日までの第25期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、
損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行
った。

計算書類等に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して

計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬
による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経
営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及

びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般
に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に
計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得る
ために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手す

るための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計
算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され
る。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査
法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算
書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査に
は、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評
価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい

る。

監査意見
当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と

認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産
及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

強調事項
重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成30年2月14日開催の取締役会におい

て、会社をオプテックスグループ株式会社（以下「オプテックスグループ」）の完全子会社
とすることを決議し、平成30年7月1日を効力発生日として、オプテックスグループを株式交
換完全親会社、会社を株式交換完全子会社とする株式交換契約を締結した。
当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利

害関係はない。
以　　上
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監査等委員会の監査報告書

監　査　報　告　書

　当監査等委員会は、平成29年１月１日から平成29年12月31日までの第25期事業年度における

取締役の職務の執行について監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告い

たします。

１．監査の方法及びその内容

　監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決

議の内容並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について取締役及

び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求

め、意見を表明するとともに、下記の方法で監査を実施しました。

① 監査等委員会が定めた監査等委員会監査等基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従

い、重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事項の報告を受

け、必要に応じて説明を求めました。また、監査等委員会の職務を補助すべき使用人と連携

し、重要な決裁書類その他の会議録等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財

産の状況を調査するとともに、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通

及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

② 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証する

とともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求

めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体

制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17

年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を

求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対

照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計

算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）につ

いて検討いたしました。
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２．監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているも

のと認めます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認

められません。

③ 内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また、当該内

部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、特に指

摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

　　会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果

　　会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

平成30年２月20日

シーシーエス株式会社　監査等委員会

監査等委員 酒 見 康 史 

監査等委員 見 座 　 宏 

監査等委員 八 幡 知 行 

(注) 監査等委員酒見康史及び八幡知行は、会社法第２条第15号及び第331条第６項に規定する

社外取締役であります。

以　上
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株主総会参考書類

第１号議案　当社とオプテックスグループ株式会社との株式交換契約承認の件

当社およびオプテックスグループ株式会社（以下「オプテックスグループ」

といい、当社とオプテックスグループ併せて「両社」といいます。）は、平成

30年２月14日開催のそれぞれの取締役会において、オプテックスグループを株

式交換完全親会社とし、当社を株式交換完全子会社とする株式交換（以下「本

株式交換」といいます。）を行うことを決議し、同日、両社間で株式交換契約

（以下「本株式交換契約」といいます。）を締結いたしました。

つきましては、本株式交換契約について、ご承認いただきたく存じます。

本株式交換の効力発生日は平成30年７月１日を予定しております。また、本

株式交換の効力発生日に先立ち、当社の普通株式は、株式会社東京証券取引所

（以下「東京証券取引所」といいます。）ＪＡＳＤＡＱ市場において、平成30

年６月27日付で上場廃止（最終売買日は平成30年６月26日）となる予定です。

また、オプテックスグループは、平成30年２月14日開催の取締役会におい

て、平成30年３月31日（予定）を基準日として、同社の普通株式を１株につき

２株の割合で、平成30年４月１日をもって分割すること（以下「本株式分割」

といいます。）を決議しており、本株式交換に係る割当比率およびオプテック

スグループが交付する普通株式数は、本株式分割の効力が生じたことを前提と

した数としています。

また、オプテックスグループは、平成30年２月14日開催の取締役会におい

て、平成30年３月24日開催予定の同社第39回定時株主総会に、「単元未満株式

の買増制度の導入に伴う定款の一部変更」について付議することを決議してお

ります。

なお、オプテックスグループにおいては、会社法第796条第２項の規定に基

づく簡易株式交換の手続きにより、株主総会の決議による承認を受けずに、本

株式交換が行われる予定です。

１．本株式交換を行う理由

オプテックスグループ企業グループ（オプテックスグループ、並びにその子

会社と孫会社の29社及び関連会社２社で構成される企業グループをいいます。

以下同じです。）は、平成29年１月より持株会社体制によるグループマネジメ

ントを開始し、現在、持株会社であるオプテックスグループを筆頭に、直系事

業子会社として以下の４社が連なる体制のもと、事業を推進しております。
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① 防犯用センサや自動ドア用センサなどの開発・製造・販売を主たる事業と

するオプテックス株式会社

② ファクトリーオートメーションにおける制御用センサや検査用センサな

どの開発・製造・販売を主たる事業とするオプテックス・エフエー株式会

社（以下「オプテックス・エフエー」といいます。）

③ ファクトリーオートメーションにおける画像処理用ＬＥＤ照明機器や工

業用紫外線照射装置その他ＬＥＤ応用照明などの開発・製造・販売を主た

る事業とする当社

④ グループのＣＳＲ（企業の社会貢献事業）と従業員福利厚生施設運営など

を主たる事業とするオーパルオプテックス株式会社

オプテックスグループは、防犯用センサ関連事業と自動ドア用センサ関連事

業に加え、ファクトリーオートメーション関連事業をグループの中核事業と位

置付け、平成28年５月に当社を公開買付けにより連結子会社化いたしました。

当初は、当社経営陣及び従業員の意向への配慮により、当社は上場を維持して

まいりましたが、その後、グループ経営のありかたが議論され、持株会社体制

にグループ経営の枠組みが変更されました。さらに平成29年１月より、当時Ｊ

ＡＳＤＡＱ市場に上場していたオプテックス・エフエーが100％子会社化され、

グループ経営の機動力をあげることでグループシナジーによる業績向上が図

られてまいりました。当社の経営陣及び従業員においても、オプテックスグル

ープとの信頼関係の構築が進んでグループ内の協力関係が強固になった結果、

特にファクトリーオートメーション関連事業において大きな成長を遂げるに

至りました。

このような中で、オプテックスグループにおいては、平成29年８月に開催し

た定時取締役会においてオプテックスグループ企業グループの体制に関する

検討議論がなされ、当社を100％子会社とすることで、より一層の事業成長加

速を図ることが望ましいとの結論に至り、その後、本株式交換を進めるうえで

のアドバイザーなど主要な体制構築が行われ、平成29年９月当社に対して交渉

を進めるべく体制構築の依頼があり、平成29年10月に両社関係者が会してキッ

クオフミーティングを実施し、交渉を行ってまいりました。

今後は、当社とオプテックス・エフエーの双方において行っております画像

処理用ＬＥＤ照明機器事業の一層の連携を図り、グループ内における経営資源

の選択と集中や、事業経営の効率化を進めてまいりたいと考えております。ま

たオプテックスグループ企業グループでは、さらなる業績拡大の加速と、事業

多角化による継続的成長のために、Ｍ＆Ａや資本業務提携を重要な経営戦略と
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位置付けて、積極的に取り組みを進めておりますが、より効果的なＭ＆Ａ又は

提携のためには、従来に比べ大きな資金規模を必要とすることが想定されるた

め、両社が、それぞれの経営資源にて個別対応するより、全体最適視点で連携

することが、効率的で両社の企業価値向上にとって望ましいと考えておりま

す。そのためには、両社の株主を含めたステークホルダーの利益確保の点でも

一致した経営行動と、意思決定の迅速化を図るうえで、現時点での当社完全子

会社化が望ましいと考えるに至りました。

なお、株式交換による完全子会社化という方法を選択いたしましたのは、オ

プテックスグループ企業グループとして今後さらにファクトリーオートメー

ションにおける画像処理関連事業に注力するとともに、ＬＥＤに関する技術を

企業グループ全体で活用して業績貢献していくに当たり、当社株主の皆様に引

き続きオプテックスグループ株主としてご支援いただくことで、企業価値のよ

り一層の向上を図り、株主利益の最大化を目指したいと考えたためです。

一方で、当社でも、オプテックスグループからの依頼をうけ、本株式交換を

進めるうえでのプロジェクトチームの発足や外部アドバイザーなど主要な体

制構築を行い、株式交換による完全子会社化が自社の今後の成長戦略にどのよ

うに寄与するかについて検討を行いました。

当社は、平成５年10月に設立し、実用化され始めたＬＥＤにいち早く着目す

ることで自動検査の際の光源として使用される画像処理用ＬＥＤ照明を様々

な生産現場に提供してきました。この画像処理用ＬＥＤ照明装置の開発・製

造・販売を主な事業として、同分野で培った技術・ノウハウを活かして、ＵＶ

（紫外線）照射器、ＬＥＤデバイス、美術館・博物館用照明などの新規事業を

展開しています。

当社は、平成28年５月に実施された公開買付けにより、オプテックスグルー

プの連結子会社となりました。その後は、オプテックスグループの一員として

オプテックス・エフエーをはじめグループ各社とのシナジーを追求し、事業規

模や事業領域の拡大に取り組んできました。今後、当社が、画像処理用ＬＥＤ

照明の市場において、国内・海外ともに圧倒的なトップシェアを獲得するため

には、迅速かつ機動的な意思決定に基づく経営を行うことが必要不可欠である

と考えています。また、更なる成長加速のために、国内外でのＭ＆Ａや資本提

携を計画しています。

今回、オプテックスグループの完全子会社となることで当社は上場廃止とな

りますが、経営の意思決定を迅速に行うことができるようになり、両社が保有

する経営資源を融合することで、オプテックス・エフエーとの連携の更なる強
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化のみならず、国内外のグループ各社の資源や取引関係の活用が一層加速し、

当社の事業拡大への貢献が見込まれます。また、オプテックスグループの経営

資源を活用することで効率的な資金調達が可能となり、当社単独では難しい大

型案件のＭ＆Ａや資本提携などを円滑に推進でき、機動的かつ大胆な事業戦略

の推進が可能になります。

以上から、株式交換によりオプテックスグループの完全子会社となること

が、当社の成長戦略上、必要な施策であり、企業価値向上に最良の選択である

と判断いたしました。

以上を踏まえ、株式交換を用いた当社の完全子会社化によるオプテックスグ

ループとの経営統合を実施することが企業価値向上にとって最も適した選択

肢であり、両社の株主の皆様に報いることが可能であるとの考えで両社の見解

が一致したことから、このたびの株式交換契約の締結の決定に至っておりま

す。

２．本株式交換契約の内容の概要

株式交換契約書（写）

オプテックスグループ株式会社（以下「甲」という。）及びシーシーエス株式

会社（以下「乙」という。）は、甲乙間の株式交換に関し、平成30年２月14日

（以下「本契約締結日」という。）、以下のとおり株式交換契約（以下「本契

約」という。）を締結する。

第１条（株式交換）

甲及び乙は、本契約に定めるところに従い、甲を乙の株式交換完全親会社、

乙を甲の株式交換完全子会社とする株式交換（以下「本株式交換」という。）

を行い、甲は、本株式交換により乙の発行済株式（甲が所有する乙の株式を除

く。）の全部を取得する。

第２条（当事者の商号及び住所）

甲（株式交換完全親会社）及び乙（株式交換完全子会社）の商号及び住所

は、次に掲げるとおりである。

（甲）株式交換完全親会社

　　　商号：オプテックスグループ株式会社

　　　住所：滋賀県大津市におの浜四丁目7番5号
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（乙）株式交換完全子会社

　　　商号：シーシーエス株式会社

　　　住所：京都市上京区烏丸通下立売上ル桜鶴円町374番地

第３条（本株式交換に際して交付する株式及びその割当てに関する事項）

1. 甲は、本株式交換に際して、本株式交換により甲が乙の発行済株式（甲が

所有する乙の株式を除く。）の全部を取得する時点の直前時（以下「基準

時」という。）の乙の株主名簿に記載又は記録された乙の株主（但し、甲を

除く。以下「本割当対象株主」という。）に対し、乙の普通株式に代わり、

その所有する乙の普通株式数の合計に1.40を乗じた数の甲の普通株式を交

付する。

2. 甲は、本株式交換に際して、本割当対象株主に対し、その所有する乙の普

通株式１株につき、甲の普通株式1.40株の割合をもって割り当てる。

3. 前項に従い乙の各株主に対して割当交付しなければならない甲の普通株式

の数に１株に満たない端数があるときは、甲は、会社法第234条その他関係

法令の規定に従い処理する。

第４条（甲の資本金及び準備金の額に関する事項）

本株式交換に際して増加する甲の資本金及び準備金の額は、次のとおりとす

る。

(1) 資本金の額　　　金０円

(2) 資本準備金の額　法令の定めに従い増加することが必要とされる最低額

(3) 利益準備金の額　金０円

第５条（効力発生日）

本株式交換がその効力を生じる日（以下「本効力発生日」という。）は、平

成30年７月１日とする。但し、本株式交換の手続進行上の必要性その他の事由

により必要な場合（本契約第６条第１項但書に定めるところにより、甲におけ

る株主総会決議が必要となった場合を含む。）は、甲及び乙は、協議し合意の

上、本効力発生日を変更することができる。

第６条（株式交換契約承認株主総会）

1. 甲は、会社法第796条第２項本文の規定により、本契約につき会社法第795

条第１項に定める株主総会の決議による承認を受けないで、本株式交換を行

う。但し、会社法第796条第３項の規定により、本契約について甲の株主総
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会による承認が必要となった場合、甲は、本効力発生日の前日までに株主総

会を開催し、本契約の承認に関する決議を求めることができるものとする。

2. 乙は、本効力発生日の前日までに、本契約について会社法第783条第１項に

定める株主総会の承認を受けるものとする。

3. 前二項に定める手続について、本株式交換の手続進行上の必要性その他の

事由により必要な場合は、甲及び乙は協議し合意の上、これを変更すること

ができる。

第７条（会社財産の管理等）

甲及び乙は、本契約において別途規定されている場合を除き、本契約締結日

以降本効力発生日に至るまでの間において、それぞれ善良なる管理者の注意を

もってその業務を執行し、かつ一切の財産の管理及び運営を行うものとし、そ

の財産又は権利義務に重大な影響を及ぼすおそれのある行為（本契約に明示的

に定める行為を除く。）については、あらかじめ甲及び乙において協議し合意

の上、これを行う。

第８条（自己株式の処理）

乙は、本効力発生日の前日までに行われる乙の取締役会の決議により、法令

等に従い、基準時までに所有することとなる自己株式（本株式交換に際して行

使される会社法第785条第１項に定める反対株主の株式買取請求に係る株式の

買取りによって取得する自己株式を含む。）の全部を、基準時の直前の時点を

もって消却するものとする。

第９条（剰余金の配当）

1. 甲及び乙は、それぞれの平成29年12月31日の最終の株主名簿に記載又は記

録された株主又は登録株式質権者に対し、それぞれ次の金額を限度として剰

余金の配当を行うことができる。

　　甲：　総額524,541,960円及び普通株式１株につき30円

　　乙：　総額243,802,305円及び普通株式１株につき45円

2. 甲は、平成30年６月30日の最終の株主名簿に記載又は記録された株主又は

登録株式質権者に対し、総額524,541,960円、普通株式１株につき15円を限

度として剰余金の配当を行うことができる。

3. 甲及び乙は、前項に定める場合を除き、本契約締結日後、本効力発生日よ

り前の日を基準日とする剰余金の配当の決議を行わない。
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第10条（本契約の条件変更及び解除）

本契約締結日後、本効力発生日までの間において、天災地変その他の事由に

より甲若しくは乙の資産状態若しくは経営状態に重要な変動が生じた場合、又

は本株式交換の実行に重大な支障となる事態が生じた場合その他本株式交換

の目的の達成が困難となった場合（次条に定める場合のいずれかが生じること

が確実となった場合を含む。）には、甲乙間で協議し合意の上、本株式交換の

条件を変更し、又は本契約を解除することができる。

第11条（本契約の効力）

本契約は、①甲において、会社法第796条第３項の規定により本契約につい

て甲の株主総会による承認が必要となった場合において、本効力発生日の前日

までにかかる株主総会の承認が得られない場合、②乙において、本効力発生日

の前日までに本契約について乙の株主総会の承認が得られない場合、又は、③

本効力発生日までに、本株式交換に必要な関係官庁からの許認可等が得られな

い場合には、その効力を失う。

第12条（管轄）

本契約に関する一切の紛争については、大津地方裁判所を第１審の専属的合

意管轄裁判所とする。

第13条（協議事項）

本契約に定める事項のほか、本株式交換に必要な事項は、本契約の趣旨に則

り、甲乙間で協議・合意の上、これを定める。

本契約締結の証として、本書２通を作成し、甲乙署名押印の上、各１通を保有

する。

平成30年２月14日

　　　　　　　　　　甲：滋賀県大津市におの浜四丁目7番5号

　　　　　　　　　　　　オプテックスグループ株式会社

　　　　　　　　　　　　代表取締役社長兼COO　　小國 勇　㊞

　　　　　　　　　　乙：京都市上京区烏丸通下立売上ル桜鶴円町374番地

　　　　　　　　　　　　シーシーエス株式会社

　　　　　　　　　　　　代表取締役社長　　　　 大西 浩之　㊞
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３．会社法施行規則第184条に定める内容の概要

（１）対価の相当性に関する事項

① 本株式交換に係る割当ての内容等

会社名
オプテックスグループ
（株式交換完全親会社）

当社
（株式交換完全子会社）

本株式交換に係る
割当ての内容

1

1.40

（ご参考：本株式分割考慮前）

0.70

本株式交換により
交付する株式数

普通株式：2,766,649株（予定）

（注１）株式の割当比率

当社の普通株式１株に対してオプテックスグループの普通株式1.40株を割当て交

付いたします。但し、オプテックスグループが所有する当社の株式については、本

株式交換による株式の割当ては行いません。なお、本株式交換に係る割当ての内容

は、算定の根拠となる諸条件に重大な変更が生じた場合は、両社協議・合意の上、

変更する可能性があります。

（注２）株式分割

上記割当比率及びオプテックスグループが交付する普通株式数は、本株式分割の効

力が生じたことを前提とした数としています。

（注３）本株式交換により交付する株式数

オプテックスグループは、本株式交換に際して、本株式交換によりオプテックスグ

ループが当社株式（但し、オプテックスグループが保有する当社株式を除きま

す。）の全部を取得する時点の直前時（以下「基準時」といいます。）の当社の株

主の皆様（但し、オプテックスグループを除きます。）に対し、その保有する当社

株式に代わり、その保有する当社株式の数の合計に1.40を乗じた数のオプテックス

グループ株式を交付します。なお、当社は、本株式交換の効力発生日の前日までに

開催する当社の取締役会決議により、当社が保有する自己株式及び基準時までに当

社が保有することとなる自己株式（本株式交換に関して行使される会社法第785条

第１項の規定に定める反対株主の株式買取請求に係る株式の買取りによって取得

する自己株式を含みます。）の全部を、基準時までに消却する予定です。

また、オプテックスグループの交付する株式については、全て新たに発行する株式

にて対応する予定です。なお、オプテックスグループが交付する株式数は、当社の

自己株式の消却等により、今後修正される可能性があります。

（注４）単元未満株式の取り扱いについて

本株式交換に伴い、オプテックスグループの単元未満株式を保有することとなる株

主の皆様については、その株式数に応じて本株式交換の効力発生日以降の日を基準

日とするオプテックスグループの配当金を受領する権利を有することになります

が、金融商品取引所市場において当該単元未満株式を売却することはできません。

オプテックスグループの単元未満株式を保有することとなる株主の皆様において

は、以下の制度をご利用いただくことができます。
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① オプテックスグループ株式の買取制度（単元未満株式の売却）

会社法第192条第１項の規定に基づき、オプテックスグループの単元未満株式を保

有することとなる株主の皆様が、その保有する単元未満株式を買い取ることをオプ

テックスグループに対して請求することができる制度です。

② オプテックスグループ株式の買増制度（１単元（100株）への買増し）

会社法第194条第１項及びオプテックスグループの定款の規定に基づき、オプテッ

クスグループの単元未満株式を保有することとなる株主の皆様が、その保有する単

元未満株式の数と併せて１単元（100株）となる数の株式をオプテックスグループ

から買い増すことができる制度です。なお、オプテックスグループは、現時点では

かかる買増制度を採用しておりませんが、平成30年３月24日開催予定のオプテック

スグループ定時株主総会において単元未満株式の買増制度の導入に伴う定款の一

部変更の効力が発生することを条件にかかる買増制度を新設する予定です。

（注５）１株に満たない端数の処理

本株式交換により交付されるべきオプテックスグループ株式の数に１株に満たな

い端数が生じた場合、オプテックスグループは、当該端数の割当てを受けることと

なる当社の株主の皆様に対しては、会社法第234条その他の関連法令の定めに従い、

１株に満たない端数部分に応じた金額をお支払いいたします。

② 本株式交換に係る割当ての内容の算定根拠等

イ 割当ての内容の根拠及び理由

両社は、本株式交換に用いられる前記３．（１）①「本株式交換に係る

割当ての内容等」に記載の株式の割当比率（以下「本株式交換比率」とい

います。）の算定に当たって公正性・妥当性を確保するため、それぞれ別

個に、両社から独立した第三者算定機関に株式交換比率の算定を依頼する

こととし、オプテックスグループは山田ビジネスコンサルティング株式会

社（以下「ＹＢＣ」といいます。）を、当社は監査法人グラヴィタス（以

下「グラヴィタス」といいます。）を、それぞれの第三者算定機関に選定

いたしました。

オプテックスグループにおいては、後記３．（１）⑤イ「公正性を担保

するための措置」に記載のとおり、第三者算定機関であるＹＢＣから取得

した株式交換比率に関する算定書、リーガル・アドバイザーである西村あ

さひ法律事務所（以下「西村あさひ」といいます。）からの助言等を踏ま

えて、慎重に協議・検討した結果、本株式交換比率は妥当であり、オプテ

ックスグループ株主の皆様の利益に資するとの判断に至ったため、本株式

交換比率により本株式交換を行うことが妥当であると判断いたしました。

当社においては、後記３．（１）⑤イ「公正性を担保するための措置」

に記載のとおり、第三者算定機関であるグラヴィタスから取得した株式交

換比率に関する算定書及びリーガル・アドバイザーである弁護士法人淀屋
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橋・山上合同（以下「淀屋橋・山上合同」といいます。）からの助言並び

に、後記３．（１）⑤ロ「利益相反を回避するための措置」に記載のとお

り、支配株主であるオプテックスグループとの間で利害関係を有しない第

三者委員会から受領した答申書等を踏まえて、慎重に協議・検討した結

果、本株式交換比率は妥当であり、当社株主の皆様の利益に資するとの判

断に至ったため、本株式交換比率により本株式交換を行うことが妥当であ

ると判断いたしました。

このように、オプテックスグループ及び当社は、それぞれの第三者算定

機関から提出を受けた株式交換比率の算定結果及び助言並びにリーガ

ル・アドバイザーからの助言を参考に、両社それぞれが相手方に対して実

施したデュー・ディリジェンスの結果等を踏まえて慎重に検討し、両社の

財務状況・資産状況・将来の見通し等の要因を総合的に勘案した上で、両

社間で交渉・協議を重ねてまいりました。その結果、両社は、本株式交換

比率は妥当であり、それぞれの株主の利益を損ねるものではないとの判断

に至ったため、本株式交換比率により本株式交換を行うことにつき、平成

30年２月14日に開催された両社の取締役会の決議に基づき、両社間で本株

式交換契約を締結いたしました。

なお、本株式交換比率は、本株式交換契約に従い、算定の基礎となる諸

条件に重大な変更が生じた場合には、両社間で協議の上変更することがあ

ります。

ロ 算定に関する事項

1）算定機関の名称及び上場会社との関係

オプテックスグループの第三者算定機関であるＹＢＣ及び当社の第三

者算定機関であるグラヴィタスはいずれも、両社から独立した算定機関で

あり、両社の関連当事者には該当せず、本株式交換に関して記載すべき重

要な利害関係を有しません。

2）算定の概要

ＹＢＣは、オプテックスグループについては、同社が金融商品取引所に

上場しており、市場株価が存在することから、市場株価法（算定基準日で

ある平成30年２月13日を基準日として、東京証券取引所市場第一部におけ

るオプテックスグループ株式の平成29年８月14日から算定基準日までの

直近６ヶ月間の終値単純平均値、平成29年11月14日から算定基準日までの

直近３ヶ月間の終値単純平均値、平成30年１月15日から算定基準日までの

直近１ヶ月間の終値単純平均値及び基準日終値を基に分析しておりま
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す。）を、またオプテックスグループには比較可能な上場類似会社が複数

存在し、類似会社比較法による株式価値の類推が可能であることから類似

会社比較法を、それに加えて将来の事業活動の状況を評価に反映するため

ディスカウンテッド・キャッシュ・フロー法（以下「ＤＣＦ法」といいま

す。）をそれぞれ採用して算定を行いました。

当社については、当社が金融商品取引所に上場しており、市場株価が存

在することから、市場株価法（算定基準日である平成30年２月13日を基準

日として、東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ市場における当社株式の平成29年

８月14日から算定基準日までの直近６ヶ月間の終値単純平均値、平成29年

11月14日から算定基準日までの直近３ヶ月間の終値単純平均値、平成30年

１月15日から算定基準日までの直近１ヶ月間の終値単純平均値及び基準

日終値を基に分析しております。）を、また当社には比較可能な上場類似

会社が複数存在し、類似会社比較法による株式価値の類推が可能であるこ

とから類似会社比較法を、それに加えて将来の事業活動の状況を評価に反

映するためＤＣＦ法をそれぞれ採用して算定を行いました。

なお、算定の前提とした両社の財務予測には、大幅な増収、増益を見込

んでいる事業年度を含んでおります。具体的には、オプテックスグループ

については、平成31年12月期において売上高が前年度対比約12.5％増加

し、平成32年12月期において売上高が前年度対比約13.7％、営業利益が前

年度対比約29.8％増加することを見込んでおります。当社については平

成31年12月期において売上高が前年度対比約15.9％増加し、平成32年12月

期において売上高が前年度対比約14.5％増加することを見込んでおりま

す。これは、オプテックスグループについては、世界レベルで生産現場の

自動化・ロボット化などが進行することによりファクトリーオートメーシ

ョン関連事業において各種センサや画像処理システムの需要拡大が見込

まれること、あわせて中国や北米地域などの販路拡大とシェアアップを狙

った営業力強化による売り上げ増加を計画しているものです。ファクト

リーオートメーション向け画像処理システムの世界市場は平成32年まで

は年率10％で拡大し、なかでもオプテックスグループが注力している検査

アプリケーションは需要増により大きな市場拡大が期待されると大手調

査会社が発表いたしております（平成29年12月18日付、株式会社富士経済

によるプレスリリース「ＦＡ向け画像処理システム関連の世界市場を調

査」によります。）。また、防犯用センサ関連事業においても、テロ対策

としての根強いセキュリティニーズに加え、画像確認による警備システム
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の信頼性向上が進むことによる需要拡大により、カメラ連動システムのセ

ンサ売り上げなどを増加させることを計画していることによるものです。

利益面につきましては、売り上げの拡大に伴い固定費の比率を低下させ、

売上高営業利益率を平成29年12月期の約13％から平成32年12月期には

16％以上に向上させるべく、業務生産性の向上を図ることによるもので

す。一方、当社については、世界規模で拡大している画像処理用ＬＥＤ照

明の市場において、ＬＥＤ照明やカメラ・レンズといった周辺機器を組み

合わせて提案するソリューションビジネスを進化させ、画像処理システム

も含めて提案することで競合他社との差別化を進め、国内外でＭ＆Ａや資

本提携などを実施することで売り上げ増加を計画しているものです。ま

た、新規事業として注力しているＵＶ照射器ビジネスの市場がＬＥＤの進

化により急拡大しており、研究開発や人材を拡充することで、新たな収益

の柱に育成し売り上げを増加させる計画によるものです。また、両社の財

務予測は、本株式交換の実施を前提としておりません。

各手法における算定結果は以下のとおりです。なお、下記の株式交換比

率は、オプテックスグループ株式の１株あたりの株式価値を１とした場合

の当社株式の評価レンジを記載したものであり、また本株式分割の効力が

生じたことを前提とした数としています。

採用手法 株式交換比率の算定結果

市場株価法 1.19～1.30

類似会社比較法 1.27～1.68

ＤＣＦ法 1.19～1.77

※上記の株式交換比率は、本株式分割の効力が生じたことを前提とした数となります。

※上記の株式交換比率は、小数第三位を四捨五入しております。

ＹＢＣは、株式交換比率の算定に際して、両社から提供を受けた情報及

び一般に公開された情報を原則としてそのまま採用し、採用したそれらの

資料及び情報等が、全て正確かつ完全なものであること、株式交換比率の

算定に重大な影響を与える可能性がある事実でＹＢＣに対して未開示の

事実はないこと等を前提としており、独自にそれらの正確性及び完全性の

検証を行っておりません。両社及びその子会社・関連会社の資産又は負債

（偶発債務を含みます。）について、個別の各資産及び各負債の分析及び

評価を含め、独自の評価、鑑定又は査定を行っておらず、第三者機関への
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鑑定又は査定の依頼も行っておりません。加えて算定において参照した

両社の財務予測に関する情報については、両社の経営陣により現時点で得

られる最善の予測と判断に基づき合理的に作成されたことを前提として

おります。ＹＢＣの株式交換比率の算定は、平成30年２月13日現在までの

情報及び経済情勢を反映したものであります。

一方、グラヴィタスは、オプテックスグループ及び当社が金融商品取引

所に上場しており、市場株価が存在することから市場株価法を採用すると

ともに、比較可能な上場類似会社が複数存在し、類似会社比較法による株

式価値の類推が可能であることから類似会社比較法を、加えて両社につい

て、将来の事業活動の状況を評価に反映するためＤＣＦ法をそれぞれ採用

して算定を行いました。

各手法における算定結果は以下のとおりです。なお、下記の株式交換比

率は、オプテックスグループ株式の１株あたりの株式価値を１とした場合

の当社株式の評価レンジを記載したものであり、また本株式分割の効力が

生じたことを前提とした数としています。

採用手法 株式交換比率の算定結果

市場株価法 0.98～1.62

類似会社比較法 1.24～1.72

ＤＣＦ法 1.36～1.88

※上記の株式交換比率は、本株式分割の効力が生じたことを前提とした数となります。

市場株価法においては、オプテックスグループについては、平成30年２

月13日を算定基準日として、東京証券取引所市場第一部におけるオプテッ

クスグループ株式の平成29年８月14日から算定基準日までの直近６ヶ月

間の終値単純平均値、平成29年11月14日から算定基準日までの直近３ヶ月

間の終値単純平均値、平成30年１月15日から算定基準日までの直近１ヶ月

間の終値単純平均値及び基準日終値を用いて算定しました。また、当社に

ついては、平成30年２月13日を基準日として、東京証券取引所ＪＡＳＤＡ

Ｑ市場における当社株式の平成29年８月14日から算定基準日までの直近

６ヶ月間の終値単純平均値、平成29年11月14日から算定基準日までの直近

３ヶ月間の終値単純平均値、平成30年１月15日から算定基準日までの直近

１ヶ月間の終値単純平均値及び基準日終値を用いて算定いたしました。
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類似会社比較法においては、オプテックスグループと類似性があると判

断される類似上場会社として、あいホールディングス株式会社、アイホン

株式会社、株式会社キーエンス及びオムロン株式会社を選定し、当社と類

似性があると判断される類似上場会社として、オムロン株式会社、レーザ

ーテック株式会社、株式会社アバールデータ及びシグマ光機株式会社を選

定した上で、ＥＶ／予想ＥＢＩＴＤＡ倍率を用いて算定を行いました。

ＤＣＦ法においては、オプテックスグループについては、オプテックス

グループから提出された平成30年12月期から平成33年12月期までの財務

予測に基づく将来キャッシュフロー等を、一定の割引率で現在価値に割り

引くことによって企業価値を評価しております。ＤＣＦ法における継続

価値の算定については、永久成長率法により算出しており、永久成長率を

0～1.5％とし、割引率は6.13％～7.13％を使用しております。また、当社

については、当社から提出された平成30年12月期から平成33年12月期まで

の財務予測に基づく将来キャッシュフロー等を、一定の割引率で現在価値

に割り引くことによって企業価値を評価しております。ＤＣＦ法におけ

る継続価値の算定については永久成長率法により算出しており、永久成長

率を0～1.5％とし、割引率は6.37％～7.37％を使用しております。

なお、算定の前提とした両社の財務予測には、大幅な増収、増益を見込

んでいる事業年度を含んでおります。具体的には、オプテックスグループ

については、平成31年12月期において売上高が前年度対比約12.5％増加

し、平成32年12月期において売上高が前年度対比約13.7％、営業利益が前

年度対比約29.8％増加することを見込んでおります。当社については平

成31年12月期において売上高が前年度対比約15.9％増加し、平成32年12月

期において売上高が前年度対比約14.5％増加することを見込んでおりま

す。これは、オプテックスグループについては、世界レベルで生産現場の

自動化・ロボット化などが進行することによりファクトリーオートメーシ

ョン関連事業において各種センサや画像処理システムの需要拡大が見込

まれること、あわせて中国や北米地域などの販路拡大とシェアアップを狙

った営業力強化による売り上げ増加を計画しているものです。ファクト

リーオートメーション向け画像処理システムの世界市場は平成32年まで

は年率10％で拡大し、なかでもオプテックスグループが注力している検査

アプリケーションは需要増により大きな市場拡大が期待されると大手調

査会社が発表いたしております（平成29年12月18日付、株式会社富士経済

によるプレスリリース「ＦＡ向け画像処理システム関連の世界市場を調
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査」によります。）。また、防犯用センサ関連事業においても、テロ対策

としての根強いセキュリティニーズに加え、画像確認による警備システム

の信頼性向上が進むことによる需要拡大により、カメラ連動システムのセ

ンサ売り上げなどを増加させることを計画していることによるものです。

利益面につきましては、売り上げの拡大に伴い固定費の比率を低下させ、

売上高営業利益率を平成29年12月期の約13％から平成32年12月期には

16％以上に向上させるべく、業務生産性の向上を図ることによるもので

す。一方、当社については、世界規模で拡大している画像処理用ＬＥＤ照

明の市場において、ＬＥＤ照明やカメラ・レンズといった周辺機器を組み

合わせて提案するソリューションビジネスを進化させ、画像処理システム

も含めて提案することで競合他社との差別化を進め、国内外でＭ＆Ａや資

本提携などを実施することで売り上げ増加を計画しているものです。ま

た、新規事業として注力しているＵＶ照射器ビジネスの市場がＬＥＤの進

化により急拡大しており、研究開発や人材を拡充することで、新たな収益

の柱に育成し売り上げを増加させる計画によるものです。また、両社の財

務予測は、本株式交換の実施を前提としておりません。

グラヴィタスは、株式交換比率の算定に際して、両社から提供を受けた

情報及び一般に公開された情報等を原則としてそのまま採用し、採用した

それらの資料及び情報等が、全て正確かつ完全なものであること、株式交

換比率の算定に重大な影響を与える可能性がある事実でグラヴィタスに

対して未開示の事実はないこと等を前提としており、独自にそれらの正確

性及び完全性の検証を行っておりません。また、両社及びその子会社・関

連会社の資産又は負債（簿外資産・負債、偶発債務を含みます。）につい

て、独自の評価、鑑定又は査定を行っておらず、第三者機関への鑑定又は

査定の依頼も行っておりません。また、係る算定において参照した両社の

財務予測については、両社のそれぞれの経営陣により現時点で得られる最

善の予測と判断に基づき合理的に作成されたものであること並びに係る

算定は平成30年２月13日現在の情報と経済情勢を反映したものであるこ

とを前提としております。また、グラヴィタスが提出した株式交換比率の

算定結果は、本株式交換における株式交換比率の公正性について意見を表

明するものではありません。
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③ オプテックスグループの資本金および準備金の額の相当性に関する事項

本株式交換により増加する資本金および準備金の額は次のとおりです。

資　本　金：　金０円

資本準備金：　法令の定めに従い増加することが必要とされる最低額

利益準備金：　金０円

本株式交換により増加するオプテックスグループの資本金及び準備金

の額については、会社計算規則第39条の定めに従い、オプテックスグルー

プが定めるものとされています。係る定めは、会社計算規則、公正な会計

基準に即したものであり、相当であると考えております。

④ 対価としてオプテックスグループ株式を選択した理由

当社及びオプテックスグループは、本株式交換の対価として、株式交換

完全親会社となるオプテックスグループの普通株式を選択いたしました。

本株式交換の対価であるオプテックスグループの普通株式は東京証券取

引所市場第一部に上場されており、本株式交換後においても、引き続き流

動性が確保されております。

また、本株式交換は両社の企業価値向上を図るものであるため、今後オ

プテックスグループの普通株式を保有することになる当社の株主の皆様

においても、本株式交換によるシナジーを享受することが期待できると考

えられることから、本株式交換の対価として、株式交換完全親会社となる

オプテックスグループの普通株式を選択することが適切であると判断い

たしました。

⑤ 当社の非支配株主の利益を害さないように留意した事項

イ 公正性を担保するための措置

両社は、オプテックスグループが既に当社の総株主の議決権の63.54％

（平成29年12月31日現在）を保有していることから、本株式交換の公正性

を担保する必要があると判断し、以下のとおり公正性を担保するための措

置を実施しております。

1）第三者算定機関からの算定書

オプテックスグループは、第三者算定機関であるＹＢＣを選定し、平成

30年２月13日付で、株式交換比率に関する算定書を取得いたしました。算

定書の概要については、前記３．（１）②ロ「算定に関する事項」をご参

照ください。

他方、当社は、第三者算定機関であるグラヴィタスを選定し、平成30年

２月13日付で、株式交換比率に関する算定書を取得いたしました。算定書

の概要については、前記３．（１）②ロ「算定に関する事項」をご参照く

ださい。
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なお、両社は、いずれも各第三者算定機関から本株式交換比率が財務的

見地から妥当又は公正である旨の意見書（フェアネス・オピニオン）は取

得しておりません。

2）独立した法律事務所からの助言

オプテックスグループは、リーガル・アドバイザーとして西村あさひを

選定し、本株式交換の諸手続き及び取締役会の意思決定の方法・過程等に

ついて法的助言を受けております。なお、西村あさひは、両社から独立し

ており、両社との間に重要な利害関係を有しません。

当社は、リーガル・アドバイザーとして淀屋橋・山上合同を選定し、本

株式交換の諸手続き及び取締役会の意思決定の方法・過程等について法的

助言を受けております。なお、淀屋橋・山上合同は、両社から独立してお

り、両社との間に重要な利害関係を有しません。

ロ 利益相反を回避するための措置

オプテックスグループが、既に当社の総株主の議決権の63.54％（平成

29年12月31日現在）を保有している支配株主であることから、利益相反を

回避するため、以下の措置を実施しております。

1）当社における、利害関係を有しない第三者委員会からの答申書の取得

当社は、平成29年11月27日、本株式交換が当社の非支配株主にとって不

利益な条件で行われることを防止するため、支配株主であるオプテックス

グループとの間で利害関係を有しない委員として、当社の社外取締役であ

り監査等委員である酒見康史氏（弁護士、酒見法律事務所）、八幡知行氏

（公認会計士、八幡公認会計士事務所）及び独立した外部の有識者である

早川光志氏（公認会計士・税理士、税理士法人ハヤカワ）の３名で構成さ

れる第三者委員会（以下「第三者委員会」といいます。）を設置しまし

た。なお、八幡知行氏は、平成９年３月～平成14年１月までオプテックス

株式会社（現オプテックスグループ）の社外監査役、平成14年１月～平成

29年３月までオプテックス・エフエーの社外監査役であり、オプテックス

グループ株式を保有していますが、現在は、当社の独立役員であることか

らオプテックスグループとの利害関係を有していないと判断いたしまし

た。本株式交換を検討するにあたって、第三者委員会に対し、（ⅰ）本株

式交換の目的が合理的か（本株式交換が当社の企業価値の向上に資するか

を含む。）、（ⅱ）本株式交換における株式交換比率の公正性が確保され

ているか、（ⅲ）本株式交換において公正な手続きを通じて当社の非支配

株主の利益に対する配慮がなされているか、（ⅳ）これらの判断を踏ま

え、本株式交換を行うとの決議を当社の取締役会が行うことが、当社の非

支配株主にとって不利益なものではないかについて、諮問いたしました。
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第三者委員会は、平成29年12月13日から平成30年２月13日までに、会合

を合計６回開催したほか、情報収集を行い、必要に応じて随時協議を行う

等して、上記諮問事項に関し、慎重に検討を行いました。第三者委員会

は、かかる検討に当たり、オプテックスグループの代表取締役社長兼ＣＯ

Ｏである小國勇氏より、オプテックスグループが本株式交換によって意図

する目的、本株式交換を当社の企業価値向上にいかに貢献させるかについ

て説明を受けました。また、当社より、本株式交換の目的、オプテックス

グループによる当社への提案内容、本株式交換に至る背景、当社の本株式

交換についての考え方並びに株式交換比率を含む本株式交換その他の諸

条件の交渉経緯及び決定プロセスについての説明を受けるとともに、淀屋

橋・山上合同より、本株式交換の手続面における公正性を担保するための

措置及び利益相反を回避するための措置の内容について説明を受けてお

ります。また、グラヴィタスから本株式交換における株式交換比率の評価

に関する説明を受けております。第三者委員会は、かかる経緯の下、これ

らの説明、算定結果その他の検討資料を前提として、本株式交換を行うと

の決議を当社の取締役会が行うことが、当社の非支配株主にとって特段不

利益なものであると考える事情は認められない旨の答申書を、平成30年２

月14日付で、当社の取締役会に対し提出しております。

2）当社における利害関係を有する取締役を除く取締役全員の承認

当社における本株式交換の議案を決議した取締役会においては、利益相

反の疑いを最大限回避する観点からより慎重を期すため、まず、当社の取

締役のうち、（ⅰ）オプテックスグループ側の出身であり、かつ、現在、

オプテックスグループの代表取締役を兼務している小國勇氏及び（ⅱ）オ

プテックスグループ側の出身であり、かつ、現在、オプテックス・エフエ

ーの従業員を兼務している奥村訓氏、並びに、（ⅲ）過去、オプテックス

グループの子会社の社外監査役を長期に亘って務めており、かつ、現在、

オプテックスグループの取締役（監査等委員）を兼務している見座宏氏を

除く取締役４名のみで審議及び決議を行いました（以下、かかる審議及び

決議を「第１決議」といいます。）。その上で、仮に、小國勇氏、奥村訓

氏及び見座宏氏が会社法第369条第２項に定める特別利害関係取締役には

該当しないと解釈される場合には、第１決議の定足数及び議決権数に影響

を及ぼすものであることになってしまうことを考慮し、第１決議に参加し

なかった取締役のうち奥村訓氏及び見座宏氏を加えた６名の取締役で改

めて審議及び決議を行っています（以下、かかる審議及び決議を「第２決

議」といいます。）。
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上記のとおり、奥村訓氏及び見座宏氏は第１決議の審議及び決議に参加

せず、第２決議の審議及び決議にのみ参加しております。また、小國勇氏

は、オプテックスグループ側の出身であり、かつ、現在、オプテックスグ

ループの代表取締役を兼務していることを勘案し、第１決議及び第２決議

のいずれの審議、決議にも参加しておりません。

第１決議及び第２決議に係る取締役会は、上記のとおり取締役が出席

し、本株式交換の諸条件について慎重に審議した結果、それぞれ、出席し

た取締役全員の一致で上記決議を行っております。

なお、小國勇氏、奥村訓氏及び見座宏氏は、当社の立場で本株式交換の

協議及び交渉に参加しておりません。

3）オプテックスグループにおける利害関係を有する取締役を除く取締役全

員の承認

オプテックスグループの取締役のうち、（ⅰ）当社側の出身であり、か

つ、現在、当社の代表取締役を兼務している大西浩之氏、及び、

（ⅱ）現在、当社において、オプテックスグループにおける役職（取締役

（監査等委員））と同程度の役職（取締役（監査等委員））を兼務してい

る見座宏氏は、利益相反の疑いを回避する観点から、オプテックスグルー

プの取締役会の本株式交換に係る審議及び決議には参加しておらず、オプ

テックスグループの立場で本株式交換の協議及び交渉に参加しておりま

せん。
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（２）対価について参考となるべき事項

① オプテックスグループの定款

オプテックスグループ株式会社の定款は、法令および当社定款第15条の

規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイト（https://www.ccs-

inc.co.jp）に掲載しております。

② 対価の換価方法に関する事項

イ 取引市場

東京証券取引所市場第一部

ロ 取引の媒介、取次ぎまたは代理を行う者

全国各証券会社

ハ 市場価格

本株式交換の対価であるオプテックスグループ株式について、株式交換

契約締結日の直近１ヶ月間、３ヶ月間、６ヶ月間の市場価格の終値平均は

以下のとおりです。

1ヶ月間 3ヶ月間 6ヶ月間

6,724円 5,860円 5,064円

ニ オプテックスグループの貸借対照表

オプテックスグループは有価証券報告書を提出しておりますので、記載

を省略いたします。

③ オプテックスグループの最終事業年度に係る計算書類等

オプテックスグループ株式会社の平成29年12月期に係る計算書類等は、

法令および当社定款第15条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェ

ブサイト（https://www.ccs-inc.co.jp）に掲載しております。

④ 株式交換当事会社における最終事業年度の末日以降に生じた重要な財産

の処分等に関する事項

イ 当社

該当事項はありません。

ロ オプテックスグループ

該当事項はありません。

－ 72 －

取締役選任議案



2018/02/21 16:06:02 / 17355388_シーシーエス株式会社_招集通知

第２号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く。）４名選任の件

取締役（監査等委員である取締役を除く。）全員（４名）は、本総会終結の

時をもって任期満了となります。つきましては、取締役（監査等委員である取

締役を除く。）４名の選任をお願いするものであります。

取締役（監査等委員である取締役を除く。）候補者は、次のとおりでありま

す。

候補者
番 号

ふ り が な

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位、担当
(重要な兼職の状況)

所 有 す る
当 社
株 式 の 数

１
おお

大
にし

西
ひろ

浩
ゆき

之
（昭和40年８月８日生）

平成２年４月　日興證券株式会社（現 ＳＭＢＣ日興

証券株式会社）入社

平成11年８月　日本オラクル株式会社入社

平成14年１月　イーシステム株式会社入社

平成18年３月　同社取締役

平成20年３月　三光ソフラン株式会社（現 三光ソフ

ランホールディングス株式会社）入社

平成21年11月　ＧＭＯアドパートナーズ株式会社入

社

平成23年５月　当社入社

平成23年８月　当社経営企画部門担当執行役

平成24年８月　当社経営企画部門担当執行役員

平成25年11月　当社国内営業部門担当常務執行役員

平成27年10月　当社取締役兼執行役常務

平成28年10月　当社代表取締役社長、現在に至る

平成29年１月　オプテックスグループ株式会社取締

役、現在に至る

（重要な兼職の状況）

オプテックスグループ株式会社取締役

6,400株
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候補者
番 号

ふ り が な

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位、担当
(重要な兼職の状況)

所 有 す る
当 社
株 式 の 数

２
うえ

上
だ

田
たか

隆
ひこ

彦
（昭和28年８月２日生）

昭和52年４月　株式会社日立製作所入社

昭和58年11月　植村技研工業株式会社入社

平成４年４月　ワイエムシステムズ株式会社入社

平成９年８月　当社入社

平成17年８月　当社第２営業部長

平成21年12月　当社営業部門営業企画グループマネ

ージャー

平成23年10月　当社営業部門担当執行役

平成24年８月　当社営業部門担当執行役員

平成25年11月　当社国内営業部門参与

平成29年３月　当社取締役、現在に至る

30,600株

３
お

小
ぐに

國
 

　
いさむ

勇
（昭和27年５月17日生）

昭和53年８月　竹中エンジニアリング工業株式会社

入社

昭和56年３月　オプテックス株式会社（現 オプテッ

クスグループ株式会社）入社

昭和63年２月　同社取締役

平成３年10月　ジックオプテックス株式会社代表取

締役社長、現在に至る

平成13年３月　オプテックス株式会社（現 オプテッ

クスグループ株式会社）専務取締役

平成14年１月　オプテックス・エフエー株式会社設立

と同時に代表取締役社長、現在に至る

平成28年10月　当社取締役、現在に至る

平成29年１月　オプテックスグループ株式会社代表

取締役社長兼ＣＯＯ、現在に至る

（重要な兼職の状況）

オプテックスグループ株式会社代表取締役社長

兼ＣＯＯ

オプテックス・エフエー株式会社代表取締役社長

ジックオプテックス株式会社代表取締役社長

―株
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候補者
番 号

ふ り が な

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位、担当
(重要な兼職の状況)

所 有 す る
当 社
株 式 の 数

４
おく

奥
むら

村
 

　
さとし

訓
（昭和42年７月24日生）

平成２年４月　オプテックス株式会社（現 オプテッ

クスグループ株式会社）入社

平成13年５月　当社入社

平成17年２月　オプテックス・エフエー株式会社入社

新規事業室室長

平成19年１月　同社ＬＥＤ営業部部長、現在に至る

平成28年８月　当社取締役、現在に至る

（重要な兼職の状況）

オプテックス・エフエー株式会社ＬＥＤ営業部部長

―株

（注）１．当社は、小國勇氏が代表取締役社長を務めるオプテックス・エフエー株式会社との間

　　　　　で包括的業務提携契約を締結しております。なお、同氏は平成30年３月20日をもって

　　　　　同社の取締役を退任し相談役に就任する予定であります。

　　　２．その他の候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

　　　３．取締役との責任限定契約について

　　　　　当社は、現在、当社の非業務執行取締役である小國勇氏および奥村訓氏との間で、会

社法第427条第１項および当社定款第29条第２項の規定に基づき、同法第423条第１項

の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任

の限度額は、法令が定める額としており、両氏の再任が承認され就任したときは、当

該契約は再任後の行為についても効力を有します。
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第３号議案　監査等委員である取締役３名選任の件

監査等委員である取締役全員（３名）は、本総会終結の時をもって任期満了

となります。つきましては、監査等委員である取締役３名の選任をお願いする

ものであります。

なお、本議案に関しましては、監査等委員会の同意を得ております。

監査等委員である取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

ふ り が な

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位、担当
(重要な兼職の状況)

所 有 す る
当 社
株 式 の 数

１
さけ

酒
み

見
やす

康
し

史
（昭和33年12月24日生）

平成３年４月　弁護士登録、現在に至る

平成16年６月　株式会社松風社外監査役、

　　　　　　　現在に至る

平成21年10月　当社社外取締役

平成28年８月　当社社外取締役（監査等委員）、

現在に至る

（重要な兼職の状況）

株式会社松風社外監査役

4,600株
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候補者
番 号

ふ り が な

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位、担当
(重要な兼職の状況)

所 有 す る
当 社
株 式 の 数

２
み

見
ざ

座
 

　
ひろむ

宏
（昭和22年８月13日生）

昭和45年４月　三洋電機株式会社入社

平成10年６月　三洋電機メディカシステム株式会社

常務取締役

平成13年10月　三洋電機バイオメディカ株式会社

常務取締役

平成16年９月　三洋ヒューマンネットワーク株式会

社入社

平成17年３月　オプテックス・エフエー株式会社

社外監査役

平成28年８月　当社社外取締役（監査等委員）

平成29年３月　オプテックスグループ株式会社社外

取締役（監査等委員）、現在に至る

平成29年３月　当社取締役（監査等委員）、現在に至

る

（重要な兼職の状況）

オプテックスグループ株式会社社外取締役

（監査等委員）

―株

３
や

八
わた

幡
とも

知
ゆき

行
（昭和18年２月２日生）

昭和47年４月　監査法人中央会計事務所　大阪事務

所入所

昭和54年12月　八幡公認会計士事務所所長、現在に至

る

平成９年３月　オプテックス株式会社社外監査役

平成14年１月　オプテックス・エフエー株式会社社外

監査役

平成28年８月　当社社外取締役（監査等委員）、現在

に至る

―株

（注）１．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

　　　２．酒見康史氏および八幡知行氏は、社外取締役候補者であります。

　　　　　　酒見康史氏を社外取締役候補者とした理由は、長年に亘る弁護士としての豊富な実

務経験と幅広い見識、高度な法律知識を基に、当社の経営に対する適切な監督を行っ

ていただくことが期待できるとともに、他の企業においてその経営に対する適切な監

督を現に行っていることであります。なお、同氏は、過去に社外役員となること以外

の方法で会社の経営に関与された経験はありませんが、上記の理由により、社外取締
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役として、その職務を適切に遂行できるものと判断しております。また、当社は、同

氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ており、

同氏が原案どおり選任された場合、引き続き独立役員となる予定であります。

　　　　　　八幡知行氏を社外取締役候補者とした理由は、長年に亘る公認会計士としての豊富

な実務経験と幅広い見識、財務および会計に関する深い知見を基に、当社の経営に対

する適切な監督を行っていただくことが期待できるとともに、他の企業においてその

経営に対する適切な監督を行った実績を有していることであります。なお、同氏は、

過去に社外役員となること以外の方法で会社の経営に関与された経験はありませんが、

上記の理由により、社外取締役として、その職務を適切に遂行できるものと判断して

おります。また、当社は、同氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定

し、同取引所に届け出ており、同氏が原案どおり選任された場合、引き続き独立役員

となる予定であります。

　　　３．社外取締役に就任してからの年数（本総会終結の時まで）

　　　　　　酒見康史氏は８年５ヶ月間、八幡知行氏は１年７ヶ月間、就任しております。

　　　４．取締役との責任限定契約について

　　　　　　当社は、現在、当社の非業務執行取締役である酒見康史氏、見座宏氏および八幡知

行氏との間で、会社法第427条第１項および当社定款第29条第２項の規定に基づき、同

法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基

づく損害賠償責任の限度額は、法令が定める額としており、各氏の再任が承認され就

任したときは、当該契約は再任後の行為についても効力を有します。

以　上
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株主総会会場のご案内

会　場　京都市上京区烏丸通り下長者町上ル龍前町605番地

京都ガーデンパレス

２階　葵の間

電話：075－411－0111

上長者町通

中立売通

一条通

下長者町通

出水通

下立売通

今出川通

丸太町通烏
丸
通

地
下
鉄
烏
丸
線

丸太町駅
２番出口

当　　　　　社

京都御所

Ｎ

京都ガーデンパレス

地下鉄烏丸線丸太町駅　２番出口から徒歩８分

地図




